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２０２２年度中央社保協第５回運営委員会報告書 

２０２３年１月１１日（水）１４時～ オンライン会議 
【出席確認】赤線は欠席 
○運営委員 

 白沢<山崎>（障全協）、日野（新婦人）、宇野（全商連）、西野（全生連） 

 藤原（農民連）、民谷（福祉保育労）、村田（全教）、木田（年金者組合） 

 五十嵐（医労連）、曽根（保団連）、梅津（共産党）、中本（国公労連） 

 青池（自治労連）、藤原（医療福祉生協連）、久保田（民医連）建交労 

 

沢野（北海道）、高橋（宮城）、川嶋・伴（埼玉）、藤田（千葉）、窪田（東京） 

根本（神奈川）、藤牧(石川)、小松（愛知）、寺内（大阪）、楠藤（徳島） 

日高（鹿児島） 

 

○事務局 

林・大嶋（事務局）、上所（保団連）、山本（民医連）、香月（全労連） 

 
＜報告事項＞                                 
別紙 活動日誌参照・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.01 
＜トピックス＞ 
 各委員からの特徴的な報告（議題にないもの課題） 
 
＜報告・確認事項＞                                
1. 共闘関連 

① ７５歳医療費窓口負担２割化中止を求める４団体協議・・・・・・・・・・P.02 
 ２．１集会・国会行動 
 署名提出行動・・・※要確認 

② 介護７団体での打ち合わせ 
 統一地方選挙に向けて、候補者へのメッセージ作成 

③ 全労連 社会保障闘争本部会議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.04 
 3/22「若者も高齢者も安心できる年金と雇用を」国会請願署名の提出行動 
 3/22「物価高騰に見合う年金額引き上げ」を求める決起集会 

④ 「大運動より暮らし運動(仮称)」相談会・・・・・・・・・・・・・・・・P.06 
 国民大運動実行委員会の提起より相談会を開催 
 短期での署名を提起  

1/11 運営委員会後、届いた署名（案）は以下の通り 
いのち、くらし、地域をこわす大軍拡、大増税に反対する請願署名 
【請願項目】 
〇 くらしと命、地域を守る国の責任を後退させ、国民に負担を押し付ける大
軍拡、増税は断じて行わないでください。（5 名連記） 



 
署名の連絡先 憲法共同センター 
署名の取り組み時期 通常国会開会中（第一次集約・2 月末、第 2 次集約・3
月末、第 3 次最終集約・5 月中旬） 

 
⑤ マイナンバー制度反対連絡会 拡大事務局会議・・・・・・・・・・・・・P.10 

 省庁宛て署名は１２月で終了・現在集まっている署名は中央社保協まで 
 １月からは国会請願署名（個人・団体署名）・・・各県社保協に発送 
 3/23 署名提出行動 

⑥ 子ども医療全国ネット事務局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.14 
 宣伝行動・・・１２月１７日（上野駅）・１月以降も実施予定 

⑦ ＃いのちまもる 医療・社会保障を立て直せ！10・20 総行動・・・・・・P.15 
 実行委員会：４月１９日（水） 

⑧ 地域医療を守る運動全国交流集会実行委員会・・・・・・・・・・・・・P.18 
 実行委員会：４月１０日（月） 
 次回開催、２０２３年１１月２３日（木・祝）） 

⑨ ２５条共同行動 
 ５月２８日（日）会場・オンライン集会＠ラパスビル 

⑩ 2023 全国介護学習交流集会実行委員会 
 実行委員会：２月２０日（月） 

 
2. 介護改悪ストップのたたかい・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.06 

① 厚生労働省へのへのひとことカードの提出・・・ 
 １２月２６日（月）厚生労働省への交渉・提出行動 

 
3. 国保改善に向けたたたかい 
 国保料調査都市一覧・資格証取りやめ自治体一覧調査の入力を 

 
4. 第５０回社保学校第１回実行委員会 

日時：２０２３年９月１６日（土）～１７日（日） 
会場：岡山県・岡山市勤労者福祉センター 

 
＜協議事項＞                                  
1. 軍事費２倍化ではなく社会保障の拡充を求める請願署名について・・・・・・・P.21 

① テンポ・通常国会でのたたかいを見越して 
 １月運営委員会で確認・２月代表者会議にてスタート 

代表者会議 2/8（水）後、18 時から新宿駅前で街頭宣伝スタートする 



「大軍拡より社会保障の拡充を」100 万筆署名（仮称）の推進 
請願項目（案） 
1. 格差と貧困をなくし、社会保障の維持・発展のため、大企業と富裕層の課税強化 
2. 軍事費２倍化ではなく、医療・介護・福祉・年金・子育て・生活保護など、社会
保障予算の国庫負担の増額と国民負担の軽減 
取り組み期間（案） 
・2023 年 1 月～2025 年 6 月末まで（解散なければ国政選挙は 2025 年夏） 
署名の目標（案） 
・2 年半で 100 万筆を目標 

 
2. 介護改悪ストップのたたかい 

介護・障害者部会での議論を受けて報告 
加盟組織の中で、介護制度大改悪が結論見送りとなり安堵した面がある。しかし、①
利用料 2 割化の対象拡大、②保険料引上げ、③老健など多床室の室料徴収は、夏まで
に実施される可能性が高いため、通常国会での闘いが重要となる。介護改善運動の強
化が必要との認識。 

 
１．社会保障誌（新春号 介護特集）の活用の呼びかけ 
２．2 月 1 日（水）18 時から、介護署名のリスタート集会（オンライン）を行う 
３．介護 7 団体として、統一地方選の候補者に届ける「介護メッセージ」を作成していく 

 
3. 代表者会議に向けて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.24 

① 基調報告について 
基調報告について、林事務局長より報告を受け、運営委員からの意見交換を行った。 
千葉 
・天海訴訟の記述を加えてほしい。国保の各地での取り組みを集約し、統一地方選に向
けた闘いの記述を豊かにしてほしい。千葉は県議選で国保について候補者アンケートに
取り組む話も出されている。 
 
全生連 
・いのちのとりで裁判は 2 月～5 月で 8 つの地裁、１つの高裁（大阪）がある。記述を 
 
保団連 
・医療機関の物価高騰対策運動を進めている記述を。全商連、農医連も物価高騰対策を
進めている、そういった記述があるといい。 
 
東京 



・介護は 2024 年から第 9 期に入る、国保も 大きな情勢に対する社保協のたたかいの
方針が必要。医療供給体制のひっ迫する実態も 
 
埼玉 
・埼玉は 1/16 に運営委員会 内部留保の学習会を予定・国保の本算定のレクチャーを
受ける 給食無償化のたたかいの広がり マイナ保険証一体化に対抗する闘いを豊かに 
 
鹿児島 
・社保の課題と直接関係ないが、鹿児島はまぎしま基地の建設はじまる、憲法改悪を許
さない闘いの強化、総選挙に向けた闘いの構えが求められる。水俣病裁判 11 月結審し
判決が待たれる。川内原発 40 年、20 年の延長を許さない闘い 
 
北海道 
・2023 年度はどんな年なのか整理して示す必要あり。トリプル改定という大きな動きの
なかでの年となる 介護保険料 後期高齢者の保険料、広域連合への働きかけするが、
国が示す水準に影響を受ける。中央社保協コロナにどう向き合うか 
 
大阪 
・現場はコロナ、物価高騰で影響を受けている。情勢と方針にしっかり入れること。2023
年度はどんな年か書く。コロナ禍で社保運動が停滞、どう立て直すか 
 
神奈川 
・社保運動の前進面として、子ども課題が前進している。生活保護をめぐる横浜地裁勝
利判決は、1 万筆の署名を積み上げたことが大きな力になった。一方で高齢者の闘いは
苦戦している、全世代型社会保障改悪に対抗する大きな枠組みでの運動が課題 
 

② 開催に向けてのテンポについて 
１月運営委員会にて基調報告・行動提起の大筋確認 

 
今後の予定                                  
０１月１４日（土）巣鴨宣伝 
０１月１６日（月）国保部会 
０１月１７日（火）社会保障誌編集委員会 
０１月２３日（月）通常国会開会日国会行動 
０１月２４日（火）全国介護学習交流集会実行委員会事務局会議 
０１月２５日（水）２５日宣伝・代表委員会 
０１月２６日（木）７５歳以上医療費窓口負担２割化反対 ４団体共同 



０１月３０日（月）近畿ブロック会議 
０１月３１日（火）介護７団体打ち合わせ・第５０回社保学校実行委員会 
０２月０８日（水）全国代表者会議 
   
 
◆２０２２年度運営委員会日程（第一水曜日を基本） 
次回の運営委員会 2023 年３月 1 日（水）１３時３０分～ 
 





2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 ･･･ 2027年度 ･･･ 2029年度

総合確保指
針

医療計画

介護保険事
業

（支援）計
画

2025年・2040年を見据えた介護保険事業（支援）計画の策定等

3

医療介護総合確保促進会議
での議論

年内とりまとめ

検討会等での議論・とりまとめ
基本方針の改正

都道府県
での計画策定

地域医療構想（～2025）

介護保険部会での議論・とりまとめ
基本指針の改正

基本方針

基本指針

市町村・都道府県
での計画策定

８次計画（2024～2029）

９期計画(2024～’26) 10期計画(2027～’29)

○ 2025年までに地域包括ケアシステムを段階的に構築するとともに、2040年を見据え介護サービス基盤を計画的に
構築するための目標を介護保険事業計画に設定し、取組を進めることが重要。

○ 効率的で質の高い医療提供体制の構築と在宅医療・介護の充実等の地域包括ケアシステムの構築が一体的に
行われるよう、医療計画と介護保険事業（支援）計画の整合性を確保することが重要。



８期計画の実績把握と分析、評価

地域ケア会議を活用した地域課題の
把握、社会資源の活用

地域医療構想の実現（病床の機能の分化及び連
携）に伴い生じる介護ニーズ対応

第９期介護保険事業計画の作成プロセスと支援ツールイメージ

介護サービスの
給付状況の把握

事業者参入意向調査

介護保険事業計画策定

将来推計人口
認定率の伸び
利用率の伸び

介護サービス提供能力調査

介護サービス利用意向調査

自然体推計

計画策定のための調査手法

市町村計画作成委員会において検討

基
礎
調
査
・地
域
ケ
ア
会
議
・

地
域
間
比
較

関
係
者
と
の
議
論
を

踏
ま
え
た
計
画
の
策
定

サービス提供体制を検討するための

各種実態調査の実施

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

どのような保険料水
準でどのようなサー
ビス水準を目指すの
かの判断と合意形
成、認識の共有

将来推計（素案）

地域ケア会議 反映

自然体推計の算出

他地域や全国の給付状況、
サービスのバランス等との比較

反映

現状分析
機能

将来推計
機能

施

策

反

映

4

在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介
護人材実態調査、要介護認定データ分析

反映地域支援事業等の利用実績 反映
都道府県や市町村の医療・介護担当者等の

関係者による協議の場

反映

反映

在宅介護実態調査

集計・分析
ツール

特養入所待機者の解消に向けた対応

特別養護老人ホーム入所申込者の状況反映

「見える化」
システム

調査結果等
の施策反映
例の提示

計画の手引き

《作成プロセス》 《支援ツール》



年月 市区町村 都道府県 国
令和4年7月

8月

9月

10月

11月

12月

令和5年1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

令和6年1月

2月

3月

4月 第９期介護保険事業計画スタート

・介護保険事業計画を議会に報告
・介護保険条例の改正

介護保険事業支援計画を議会
に報告

サービス見込量、保険料の仮設定 サービス見込み量の仮設定

サービス見込量等の設定作業開始
推計ツール確定版の提供

課長会議（基本指針案の提示）

計画作成のための調査分析・準備

課長会議（第９期計画に関
する基本的考え方を提示）

都道府県との調整

見える化システムで見込量と保険料を報告
（～3月）

国との調整
市町村の広域調整

都道府県との調整

サービス見込量の設定作業

・調査内容を検討し、調査を実施
※ 調査にあたって、課題や検討事項を整理す
ることで、何を把握すべきかも整理。

・調査結果、サービス給付実績等を分析・考察

・計画に盛り込む内容を検討

連絡会議等で市町村へ情報提供

介
護
保
険
部
会
等
で

制
度
改
正
の
議
論

（
制
度
改
正
準
備
）

報酬改定率等の係数を設定

第９期介護保険事業計画の作成に向けたスケジュール（案)

推計ツール暫定版の提供

連絡会議等で市町村へ情報提供

連絡会議等で市町村へ情報提供

(随時) 都道府県や市町村の医

療・介護担当者等の関係者によ
る協議の場を開催

各種調査等に関する説明動画配信

介護保険部会（基本指針見直し議論）
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10 月 19 日、横浜地方裁判所民事第１部（岡田

伸太裁判長）は、神奈川生存権裁判において、保

護費引下げ処分を取り消すという原告らの請求を

認容する判決を言い渡しました。（奇しくも 62 年

前の 10 月 19 日は朝日訴訟の東京地裁勝訴判決

の日です）。 

原告勝訴の判決は今年６月 24 日の東京地裁判

決に続き４例目です。判決では、物価が下落した

からという引き下げ理由（デフレ調整）は、①基

準部会等における議論を経ていないこと、②下位

所得層との比較（ゆがみ調整）を行った上で、な

おデフレ調整を行う必要があるか疑問であるこ

と、③特異な物価上昇が起こった平成 20 年を起

点としたこと、④生活扶助相当ＣＰＩという独自

の計算により、被保護世帯の消費の実態とはかけ

離れた物価下落率を算定したこと。これらは統計

等の客観的な数値等との合理的関連性や専門的知

見との整合性を有するものとはいえず、厚労大臣

の判断過程及び手続に過誤欠落があり、生活保護

法３条、８条２項に反する違法なものであるとし

て原告勝訴の判決を言い渡しました。 

 

全国から寄せられた１万筆超の署名に感謝！ 

 

岡田伸太裁判長宛の「公正な判決を求める請願

署名」は全国から寄せられ、大阪の闘いと同様、 

1９号 202２年11月発行 

１万筆を超えました。原告は熱海や大阪での原告

交流集会に積極的に参加し、また名古屋地裁を傍

聴に行き、その経験を踏まえリハーサルを何度も

行い、昨年９月の証人尋問では６名の原告が自ら

の生活実態を証言しました。 

また、昨年 12 月の専門家証人には県の元ケー

スワーカーだった松尾氏が「本来考慮すべき生活

保護利用者の生活実態を国が把握していないこ

と」を証言、「物価偽装」を告発した白井証言と

ともに素晴らしい証人尋問でした。 

 

大きな力を発揮した「25条共闘」と大宣伝！ 

  

この勝利は、勇気を持って立ち上がった原告とそれ

を支える強固な弁護団とともに、当時、最賃裁判を闘

っていた神奈川労連、年金裁判を闘う年金者組合と生

存権裁判の生活と健康を守る会３者が共に裁判を支

援し合う「25条共闘」を結成したことが大きな力に

なりました。また、月２～３回、「横浜地裁は公正な

判決を」、「司法の独立を守れ」のプラスターを掲げた

宣伝・署名を県内駅頭・繁華街と裁判所前で行うなど

大きく外に打って出た成果だと考えます。 

 皆さんのご支援・ご協力に感謝いたします。真の勝

利まで共に奮闘しましょう。 

 

市木眞二（神奈川県生活と健康を守る会会長） 

10・19横浜地裁、４例目の原告勝訴判決！ 
報
告
集
会
で
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す
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訴
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に
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の
集
合
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生活保護の世帯分離とは 

 生活保護では高校卒業後、専門学校や大学に進

学すると、高校で働く能力はついているのだか

ら、働かないのは生活保護の条件（稼働能力活用）

に反するとして生活保護から分離（排除）する運

用となっています。分離されたら、生活費や就学

費用は自分で調達しなければなりません。つま

り、勝手に進学するのだから生活費等は自分で賄

えという扱いです。 

 

正看護師めざした子どもの就学と世帯分離 

この事件では、保護開始時に３人世帯（祖父母

＋孫）で保護申請しましたが、お孫さんが高卒後

看護学校（准看護師コース）に通学していたため、

世帯分離され、祖父母だけの２人だけの保護が開

始されました。その後、お孫さんは准看護師の資

格を得て、正看護師コース（３年）に進学しまし

た。正看のコースは昼間は準看資格で働き夜は座

学での勉強なので収入が十数万円得られました。

この収入は後の実習時（昼間に実習があるため働

けなくなる）の生活費として必要なものでした。 

 

一転、福祉事務所は収入認定して保護廃止 

ところが、福祉事務所は、世帯分離を解除して

３人の世帯として、孫の収入を世帯の収入として

認定し、保護を廃止してしまったのです。つまり、

お孫さんに祖父母を養え、ということになったの

です。お孫さんは、「それでは、学校を続けられな

い」とケースワーカーに訴えたのですが、聞き入

れられず、世帯分離解除後、精神的に落ち込み、

１年間の休学を余儀なくされました。 

 

保護世帯の子どもの就学を後押しする判決 

判決は、正看コースは準看コースに続く連続的

なものであることを認め、孫の正看就学は長期

的、俯瞰的にみて世帯の自立に資すると判断し、福

祉事務所が孫の収入に着目したことを表層的だと

して、保護廃止処分を取り消しました。 

あと２年ほどで正看の資格が得られるときに、道

を閉ざされたお孫さんの悲痛な思いは想像に余り

あります。ましてや、この世帯分離は、世帯分離を

しなかったとしたら生活保護になる場合にだけ世

帯分離を認めるという条件は付されておらず、孫の

収入が増えても世帯分離を解除する必要性はない

類型なのです。 

 

熊本県は不当にも控訴 

ところが、県知事は、控訴回避の途を探ったが国

の控訴する意向により「断腸の思い」といいながら

控訴しました。自立を目指して努力する子どもたち

に砂をかけた保護廃止処分のどこに正当性がある

のでしょうか。控訴審での勝利目指して頑張る決意

です。 

 

 

 

 

№19（３） 

生活保護世帯の子どもの看護学校就学を後押し 

熊本地方裁判所で画期的な判決！（2022年 10月 3日） 

                      花園大学 吉永 純 

 







 

いのちのとりで裁判（生活保護基準引下げ

取消訴訟）の全国弁護団的ネットワークであ

る「全国争訟ネット」が、令和 4 年度滝井繁

男行政争訟奨励賞の実務部門を受賞しまし

た。同賞は、大阪弁護士会会長、日本弁護士連

合会会長、最高裁判所裁判官を歴任され、最高

裁判事になってからも人権派としてのスタン

スを変えない判決を書き続けた故・滝井繁男

弁護士が遺したもので、大変名誉な賞です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12月 8日、大阪弁護士会館において表彰式

が開催され、全国争訟ネット共同代表の尾藤

廣喜弁護士（京都）に表彰状と賞金 50万円が

授与されました。 

20号 2022年12月発行 

受賞理由では、次のように書いていただい

ています。 

「一連の勝訴判決の背景には、各地の弁護団

が、全国の要保護者の思いを全国的な運動と

して多数の審査請求および訴訟活動に結び付

ける稀有の機動力を発揮したことがあったと

考えられる。これら各地の弁護団を繋ぎ、互

いに連携する要となった全国争訟ネットの功

績は極めて大である。そこで、現時点で勝訴

判決を勝ち取った四弁護団のみならず、この

問題に取り組む全ての弁護団、弁護士の活動

を称えたいという意味で全国争訟ネットを受

賞対象者とすることとした。」 

判決がまだ確定していない、まさに訴訟が

佳境を迎える中での受賞は、「これからもっと

頑張れ！」とエールを送る趣旨だと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表彰式後、尾藤弁護士が「いのちのとりで

裁判は何を目指すのか」と題して記念講演を

行いました。 

私たちは、これからも全国の原告、弁護団、

支援者の連携をさらに強め、より一丸となっ

て奮闘します。 

速報・滝井繁男行政争訟奨励賞を受賞しました 

参
加
者
で
記
念
写
真
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士
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写
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コロナ禍、物価高騰がくらしや営業

に大きな負担となっています。 

世界各国では、負担軽減策として日

本の消費税にあたる付加価値税の減

税を行っています。スペインでは野菜

や卵など食料品の税率を 4%から 0%

に、パスタや調理用油は10％から5%

に減税しています。また電気、ガス料

金の減税を継続して実施しています。 

減税の取り組みは世界 100 カ国・地

域に広がりました。 

岸田政権の物価対策はいま苦しん

でいる人に迅速に届く支援となって

いません。世界各国にならい、消費税

の減税に足を踏み出すべきです。 

消費税減税の財源は５００兆円を超える内部留保をため込んでいる大企業や、株取引で

利益を上げている富裕層への応分の負担を求めることで生み出すことができます。税の専

門家である税理士の試算では、不公平な税制を見直すことで 47 兆円を超える税収増にな

ると試算しています。消費税の減税や廃止は可能です。 

岸田自公政権は負担軽減を求める国民の願いとは逆行した「防衛増税」を打ち出しまし

た。いま必要なのは軍事力強化ではなく、いのち、くらしを守るための支援策です。 

税金の使い道を決めるのは国民です。「ミサイルよりも暮らしに回せ」の声をご一緒に上

げましょう。 

付加価値税の引き下げ 

世界 100カ国・地域に 
 

 
消費税廃止各界連絡会 
東京都豊島区目白 2-36-13  

全商連内 

電話 03（3987）4391 

FAX 03（3988）0820 

YouTube で消費税

動画を配信中です。 

ミサイルよりも 

くらし守る支援を！ 

世界で広がる消費税減税

メキシコ
2019年から付加価値税減税と
最低賃金引き上げを実施

中国
月商約190万円の小規模企業を
対象に増値税を免除

コートジボワール
電気自動車に対する付加価値
税を2年間減税

 







 



 

 
日時：令和５年１月１６日（月曜日） 

                          午後７時00分～８時00分 

会場：Ｗｅｂ会議形式にて開催 

 

１ 開  会 

 

２ 議  事 

（１）病床配分希望について 

（２）2025 年に向けた対応方針の確認について 

 

３ 報告事項 

（１）紹介受診重点医療機関に関する協議について 

（２）在宅療養ワーキンググループの開催について 

（３）外来医療計画に関連する手続きの提出状況について 

（４）医師の働き方改革について 

 

４ 閉  会 

令和４年度 第２回東京都地域医療構想調整会議（区南部） 

会   議   次  第 

【配布資料】 

＜議事（１）＞ 

資料１－１  病床配分を希望する医療機関の説明について 

資料１－２  新たに病床を整備する予定の医療機関一覧 

資料１－３  病床配分希望について 

資料１－４  地域単位の分科会等における調整状況について 
 

＜議事（２）＞ 

資料２－１  2025 年に向けた対応方針について 

資料２－２  各医療機関の 2025 年に向けた対応方針一覧 

資料２－３  地域連携に係る調査票集計結果一覧 

参考資料１  2025 年に向けた対応方針に係る検討の進め方 

参考資料２  2025 年に向けた対応方針に係る検討の進め方 参考資料 

参考資料３  2025 年に向けた対応方針に係る検討の進め方 参考資料（圏域別） 

参考資料４  各医療機関の 2025 年に向けた対応方針兼確認票 

参考資料５  地域連携に係る調査票 
 

（報告事項） 

資料３    紹介受診重点医療機関に関する協議について 

参考資料６  紹介受診重点医療機関について 

資料４    在宅療養ワーキンググループの開催について 

資料５    外来医療計画に関連する手続きの提出状況について 

資料６    医師の働き方改革について 



病床配分を希望する医療機関の説明について

＜概要＞
厚生労働省医政局地域医療計画課長通知「地域医療構想の進め方について」

（平成30年2月7日付医政地発0207第1号）において、都道府県は、新たに病床を整
備する予定の医療機関に対して地域医療構想調整会議に出席し、病床の整備計画
等について説明を求めるとともに、地域医療構想調整会議で協議をすることとさ
れています。

＜協議について＞
増床又は病院の新規開設（移転に伴う新規開設を含む）を希望する申請者から、

事前提出資料を基に１病院当たり２分から３分程度で病床の整備計画や地区医師
会等との調整状況を中心に御説明をいただいた後、出席者の皆様から御意見をい
ただきます。

参考：東京都保健医療計画上の既存病床数の状況（令和４年４月１日現在）

資料１－１

区分 二次保健医療圏 構成区市町村
基準病床数
（Ａ）

既存病床数
（Ｂ）

過（△）不足
（Ｃ＝Ｂ－Ａ）

療
養
病
床
及
び
一
般
病
床

区中央部 千代田、中央、港、文京、台東 5,576 13,290 7,714 

区南部 品川、大田 8,257 8,096 △ 161

区西南部 目黒、世田谷、渋谷 9,749 9,542 △ 207 

区西部 新宿、中野、杉並 8,390 10,082 1,692 

区西北部 豊島、北、板橋、練馬 14,880 14,823 △ 57

区東北部 荒川、足立、葛飾 10,978 10,943 △ 35

区東部 墨田、江東、江戸川 9,446 9,409 △ 37

西多摩
青梅、福生、あきる野、羽村、瑞穂、
日の出、檜原、奥多摩 3,342 4,094 752 

南多摩 八王子、町田、日野、多摩、稲城 11,381 10,755 △ 626

北多摩西部
立川、昭島、国分寺、国立、東大和、
武蔵村山 4,322 4,225 △ 97 

北多摩南部
武蔵野、三鷹、府中、調布、小金井、
狛江 7,067 7,388 321 

北多摩北部
小平、東村山、西東京、清瀬、東久
留米 5,810 5,796 △ 14

島しょ
大島、利島、新島、神津島、三宅、
御蔵島、八丈、青ヶ島、小笠原 248 80 △ 168

総計 99,446 108,523 9,077 



今年度の調整会議での検討事項等

○ 2025年を目前に控え、国は都道府県に対し、地域医療構想の進捗をまとめるよう通知

○都は、令和４年度の地域医療構想調整会議において、
公立・公的・民間各医療機関の「2025年に向けた対応方針」について意見交換を行い、
各圏域における2025年に向けた対応方針に係る合意を目指す。

各医療機関の

2025年に向けた

対応方針とは

○2025年を見据えた構想区域で担うべき医療機関としての役割

５疾病５事業及び在宅療養等に係る各種指定・承認など

○2025年に持つべき医療機能ごとの病床数

「令和３年度病床機能報告」や「2025年に向けた対応方針確認票」において、

各医療機関が報告した病床数

１

合意 ・地域医療構想調整会議において、対応方針に係る協議が調うこと。



今年度の地域医療構想調整会議の流れ

第１回
地域医療構想
調整会議

一般・療養病床を持つ
医療機関への確認・調査

第２回
地域医療構想
調整会議

６～８月 １～２月

確認・調査 集約

調整会議に
おける検討
状況の公表

調整会議に
おける検討
状況の公表

✔各医療機関の
対応方針に係る
資料の提示

✔進め方の説明

✔意見交換

全圏域において
進め方を了承

✔各医療機関の対応方針
連携調査票の結果を
資料として提示

✔対応方針の合意に
向けた意見交換を実施

✔将来に向けた地域連携
に係る意見交換を実施

10～12月10月 ３月末

✔令和３年度病床機能報告で
未報告等の医療機関は、
対応方針を報告

✔令和３年度病床機能報告での
対応方針を変更した医療機関

は、
変更後の対応方針を報告

✔各医療機関は、自院の連携の
状況や課題を調査票で回答

2

令和４年度

今回はココ



令和４年度第２回地域医療構想調整会議に向けた調査の概要①

３

 調査対象
一般病床及び療養病床を持つ病院及び一般診療所

 調査期間
令和４年10月５日から令和４年10月21日まで

 内容
令和３年度病床機能報告の報告内容等を基に、2025年に向けた自院の役割や機能別病床数を確認し、
必要に応じて追記・修正

○2025年に向けた各医療機関の対応方針を確認するとともに、調整会議での議論の参考とするため、
医療機関向けの調査を実施

① 2025年に向けた対応方針確認票

 調査対象
一般病床及び療養病床を持つ病院

 調査期間
令和４年10月５日から令和４年11月11日まで

 内容
自院の強みや得意分野、様々な患者への対応困難度等の設問に回答

② 地域連携に係る調査票

⇒ 集計結果はスライド5へ

結果詳細：資料4-2-1、4-2-2

確認票：参考資料５

⇒ 集計結果はスライド６へ

結果詳細：資料4-3-1、4-3-2

調査票：参考資料6



確認票・調査票の提出状況

圏域

①2025年に向けた対応方針確認票
（病院＋有床診療所）

②地域連携に係る調査票
（病院）

対象施設数 提出数 提出率(%) 対象施設数 提出数 提出率(%)

区中央部 72 56 77.8 46 30 65.2

区南部 58 45 77.6 40 20 50.0

区西南部 82 59 72.0 52 25 48.1

区西部 69 50 72.5 41 24 58.5

区西北部 121 92 76.0 88 41 46.6

区東北部 114 76 66.7 82 44 53.7

区東部 85 59 69.4 53 31 58.5

西多摩 29 26 89.7 21 17 81.0

南多摩 94 71 75.5 58 36 62.1

北多摩西部 33 30 90.9 25 18 72.0

北多摩南部 51 41 80.4 38 25 65.8

北多摩北部 40 33 82.5 34 22 64.7

島しょ 10 10 100.0 1 1 100.0

計 858 648 75.5 579 334 57.7

4

令和４年度第２回地域医療構想調整会議に向けた調査の概要②

※有床診療所は、令和4年度病床機能報告で機能別病床数を報告している場合、令和４年度病床機能報告での報告内容を持って確認票提出があったものとみなし、提出数に含む。



集計結果（都全域）

病床数 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

令和3年度病床機能報告 22,042 44,699 13,384 20,037 100,162

令和4年9月末時点 22,867 38,176 11,128 14,224 86,395

2025年7月1日予定 (A) 23,603 37,319 12,183 14,066 87,171

2025年の必要量 (B) 15,888 42,275 34,628 20,973 113,764

(A)－(B) 7,715 △4,956 △22,445 △6,907 △26,593

※病院のみ
※令和4年9月末時点と2025年7月1日予定（A）は、確認票（R4.12.22までに回答のあったもの）より集計

(床)

５

① 2025年に向けた対応方針確認票

 機能別病床数の状況

14.0%

27.1%

26.5%

22.0%

37.2%

42.8%

44.2%

44.6%

30.4%

14.0%

12.9%

13.4%

18.4%

16.1%

16.5%

20.0%

2025年必要量

2025年7月1日予定

令和4年9月末時点

令和3年度

病床機能報告

高度急性期 急性期 回復期 慢性期



対応困難の理由

集計結果（都全域）

都全域

6

n=334

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護度が高い（寝たきりや摂食全介助）

神経変性疾患や難病など、病態による特殊な身体機能の低下がある

認知症（行動・心理症状を伴わない）がある。

行動・心理症状を伴う認知症がある。

精神科リエゾンを要する精神障害（認知症を除く。）がある

入院療養上のルールが守れない（例：喫煙、飲酒、無断外出等）

医療費支払等の経済的な問題がある

退院後の生活場所が定まっていない

キーパーソンが不在、身寄りがない

家族。介護者等による患者への虐待が疑われる

患者、患者家族から疾病・病態に合わない要望が強い

01 困難ではない

02 やや困難

03 困難

04 非常に困難

未回答

※地域連携に向けた調査票の調査結果（R4.12.22までに回答のあったもの）より集計
※回答数が少ないため、参考値として示す。

（都全域）
・無断外出や飲酒等入院ルールを守れない患者は看護職員の負担が増大するため受入不可。
・ルールが守れない、病態の要望は多職種で検討し、場合によっては、医療安全管理室や臨床倫理委員会で検討。
・対応するマンパワーが不足している。治療が終了しても社会的要因で退院困難になるケースが多い。
・施設の機能、ハード、また人員、スキル、体制など総合的に判断して難しいと感じる。
・患者、患者家族から疾病・病態に合わない要望が強い場合、転院前に情報共有されないケースは対応に困る。
・要望が多すぎると、看護師が疲弊してしまい、退職につながる可能性がある。
・調整が多岐にわたり、非常に時間を要する。社会資源が整っていないことも多く、制度の狭間に陥ることも多い。
・キーパーソンがいない場合、転院はお金の管理、亡くなった時の対応等々できる人がおらず、かなり困難。
・未収になる恐れや家族・身寄りが協力的でないと退院後の生活が見えず受入れが難しい。
・民間病院という形態上、支払いの見込みが低い患者さんの積極的な受入は困難。
・民間医療機関のため、支払い困難者は生活保護を除き難しい。
・虐待に関しては行政機関などの協力がなければ困難。

様々な患者への対応困難度

②地域連携に係る調査票



意見交換①「2025年に向けた対応方針」

○下記方向性のもと、公立・公的・民間各医療機関の2025年に向けた対応方針を確認し、

「圏域としての2025年に向けた対応方針」として合意することとしてよろしいか。

 方向性

第１回調整会議で合意したとおり、原則として各医療機関の対応方針を尊重する。

ただし、

①未配分の増床や現時点で承認・指定等を受けていない役割は、情報共有の取扱いとする。

②確認票未提出の病院の対応方針については、今回の合意に含めない。

※有床診療所に限り、確認票が未提出の場合であっても、令和4年度病床機能報告において機能別病床数を報告している場合は、

令和４年度病床機能報告での報告内容を持って確認票提出があったものとみなし、今回の合意に含める取扱いとする。

 参照資料

資料4-1-1 2025年に向けた対応方針について ※本資料 スライド５

資料4-1-2 2025年に向けた対応方針について（圏域別） スライド１

資料4-2-1 各医療機関の2025年に向けた対応方針一覧（病院）

資料4-2-2 各医療機関の2025年に向けた対応方針一覧（有床診療所）

7



意見交換②「将来に向けた地域医療連携」

【キーワード】社会機能上の課題への対応を含む「治し、支える医療」

○2025年以降、2040年に向けて、東京の高齢化は更に進展し、複数の基礎疾患を持つ

高齢者の急性期症状への対応（「治し、支える医療」）を、地域の医療機関が協力し

担っていく必要性が高まる。

○入退院を繰り返し地域で暮らす高齢者に対する医療の提供に加え、高齢者のみ世帯・

単身世帯が多い東京においては、キーパーソン不在等の社会機能上の課題への対応力を

各医療機関が高め、地域全体での対応力を向上させていくことも求められる。

地域での対応力を高めるために、医療機関は、どのような工夫が考えられるか。

既に行っている取組には、どのようなものがあるか。

 参照資料

資料4-1-1 2025年に向けた対応方針について ※本資料 スライド６

資料4-1-2 2025年に向けた対応方針について（圏域別） スライド２

資料4-3-1 地域連携に係る調査票集計結果一覧（各医療機関の強み・特色のある診療分野）

８



◆各医療機関の2025年に向けた対応方針（病院）

○
○

○ 連携 ○
○ 連携 ○

○ ○ 連携
○ ○ 連携

標準 ○ ○ 連携 ○ ○
標準 ○ ○ 連携 ○ ○

○ ○
○ ○

標準 ○
標準 ○ ○

○ ○
○ ○

東京都台東区立台東
病院

東京大学医科学研究
所附属病院

国家公務員共済組合
連合会九段坂病院

国民健康保険町立八
丈病院

東京都立神経病院

独立行政法人国立病
院機構村山医療セン
ター

奥多摩町国民健康保
険奥多摩病院

独立行政法人地域医
療機能推進機構 東京
城東病院

社会福祉法人恩賜財
団東京都済生会向島
病院

公的

公的

公的

公的

公立

公立

公的

公立

島しょ

千代田区

港区

府中市

八丈町

武蔵村山市

奥多摩町

江東区

墨田区

台東区区中央部

区東部

区東部

西多摩

北多摩西部

北多摩南部

医療機関名称
※提出のあった医療
機関は網掛けセル

公
立
・
公
的

所在地構想区域

区中央部

区中央部

公的

小
児
救
急

脳
卒
中
急
性
期

医
療
機
関

が
ん

周
産
期

在
宅
療
養
後
方

 
支
援
病
院

 
在
宅
療
養

 
 
支
援
病
院

C
C
U

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

D
P
C

特
定
機
能
病
院

地
域
医
療
支
援
病

院

三
次
救
急
医
療
施

設

指
定
二
次

救
急
医
療
機
関

救
急
告
示

災
害

 
熱
傷
救
急

 
連
絡
協
議
会



◆各医療機関の2025年に向けた対応方針（病院）

計 一般 療養 精神 結核 感染症 計
高度

急性期
急性期 回復期 慢性期 休棟

廃止
予定

介護
施設等
に移行

計
コロナ
患者
対応

コロナ
対応の

ため休床
231 150 81 0

257 257 257 10 162 85 20 20 0
257 10 162 85 0
135 104 31 0

122 122 122 122 16 10 6
122 122 0
120 40 40 40 0

120 40 80 120 40 40 40 0
120 40 40 40 0
102 51 51 0

102 102 102 39 63 39 17 22
102 39 63 0
124 124 0

117 117 117 117 0
117 117 0
43 43 0

41 41 43 43 0
41 41 0

303 139 164 0
303 303 303 143 160 20 20

303 143 160 0
304 8 108 188 0

304 304 304 8 108 188 24 8 16
304 8 108 188 0
52 52 0

54 52 2 52 52 2 2
52 52 0

コロナ後方支
援病床２０床

東京都台東区立台東
病院

東京大学医科学研究
所附属病院

国家公務員共済組合
連合会九段坂病院

備考

※地方公営企
業法によらな
いため公的

国民健康保険町立八
丈病院

東京都立神経病院

独立行政法人国立病
院機構村山医療セン
ター

奥多摩町国民健康保
険奥多摩病院

独立行政法人地域医
療機能推進機構 東京
城東病院

社会福祉法人恩賜財
団東京都済生会向島
病院

公的

公的

公的

公的

公立

公立

公的

公立

島しょ

千代田区

港区

府中市

八丈町

武蔵村山市

奥多摩町

江東区

墨田区

台東区区中央部

区東部

区東部

西多摩

北多摩西部

北多摩南部

医療機関名称
※提出のあった医療
機関は網掛けセル

公
立
・
公
的

所在地構想区域

区中央部

区中央部

公的

許可病床（令和4年9月末時点）

機能別の病床数等
上段：平成29年7月1日時点
中段：令和4年9月末時点

下段：2025年7月1日予定【対応方針】



介護給付費準備基金 ７期から８期 自治体調査 2023.1 東京社保協

2018年度 2019年度 2020年度 第7期 第8期
千 代 田 区 5,400 300,822,261 300,825,259 300,828,316 100,000,000 保険料の上昇抑制に充てるため。 5,300 5,400

中 央 区 5,920 886,185,000 1,038,327,000 1,140,565,000 未定 5,920 5,920

港 区 6,245 773,589,807 1,059,536,241 1,244,564,658 94,540,000 介護保険料上昇の抑制を図るため 6,245 6,245

新 宿 区 6,400 1,971,043,468 1,897,428,190 1,665,582,259 1,600,000,000 次期保険料基準額の抑制のため 6,200 6,400

文 京 区 6,017 1,277,548,880 1,583,447,121 1,826,047,057 1,826,047,057 6,017 6,017

台 東 区 6,440 1,112,638,052 1,201,718,580 1,175,832,412 1,175,832,412 6,142 6,442

墨 田 区 6,390 1,291,945,782 1,597,735,264 1,706,357,519 1,000,000,000 第１号被保険者の負担軽減を図るため。 6,480 6,390

江 東 区 5,800 3,771,807,302 3,985,018,302 4,000,130,303 4,000,130,302

残高を８期に繰り入れする、との意味がよく
わかりません。取り崩しの意味であれば上記
のとおり、８期３か月で２０億円を取り崩すこ
とによって、介護保険料基準額を500円引き
下げています。

5,400 5,800

品 川 区 6,100 1,722,482,157 1,625,889,681 1,473,668,279 800,000,000 介護保険料の上昇抑制のため 5,600 6,100

目 黒 区 6,200 1,111,345,545 1,837,875,028 2,065,907,599 1,260,000,000
第８期介護保険料の算定の際に基金を一部
取り崩すこととして、介護保険料の軽減を
図っている。

6,240 6,200

大 田 区 6,000 4,232,633,662 4,503,196,857 5,323,878,287 約26億円を予定
第8期保険料基準額は第8期を通じて、介護
給付費準備基金を繰り入れることで、第7期
を据え置く保険料としております。

6,000 6,000

世 田 谷 区 6,180 5,584,536,841 6,971,949,841 9,444,174,841 5,798,845,000
別紙参照（第８期 世田谷区高齢者保健福祉
計画・介護保険事業計画 P71-P72）

6,450 6,180

渋 谷 区 5,960 792,102,265 1,488,198,510 1,489,081,996 未定 未定のため後日回答 5,960 5,960

中 野 区 5,725 2,765,948,786 2,812,666,171 2,909,132,318 340,216,274
基金を一部繰り入れし、保険料を7期から8期
にかけて据え置いた

5,726 5,726

杉 並 区 6,200 3,237,292,072 3,505,685,072 4,060,972,072 4,060,972,072
第８期においても引き続き介護給付費準備
金として運用し、第８期中の財政的均衡を維
持するため。

6,200 6,200

豊 島 区 6,200 1,974,167,590 2,232,759,958 2,448,007,667 2,448,007,667 6,090 6,200

北 区 6,114 1,619,387,000 2,243,323,000 2,725,402,000 1,700,000,000 保険料軽減のため 6,117 6,117

介護保険料標準月額
行政区 うち８期繰入額 繰入有無の理由

介護給付費準備基金残高介護保険料
標準月額



介護給付費準備基金 ７期から８期 自治体調査 2023.1 東京社保協

2018年度 2019年度 2020年度 第7期 第8期
介護保険料標準月額

行政区 うち８期繰入額 繰入有無の理由
介護給付費準備基金残高介護保険料

標準月額

荒 川 区 6,480 1,381,819,813 1,396,441,596 1,221,561,647 616,000,000

第７期末の基金残高のうち、約半分である６
０５，０００，０００を保険料引き下げの財源と
して活用し、残りを財政運営の安定化に充て
たため。

5,980 6,480

板 橋 区 6,040 未公表 未公表 未公表 2,500,000,000 介護保険料上昇抑制のため 5,933 6,033

練 馬 区 6,600 3,000,000,000 3,500,000,000 4,100,000,000 2,400,000,000 第８期保険料の軽減に活用するため 6,470 6,600

足 立 区 6,760 4,243,603,362 3,624,002,144 3,949,121,724 4,000,000,000
第８期の介護保険料額を抑制するため、計
画期間３年間で残額全てを繰り入れる計画と
している。

6,580 6,760

葛 飾 区 6,710 2,408,398,146 2,754,636,160 2,689,486,703 2,689,486,703 第８期保険料を抑制するため 6,400 6,710

江 戸 川 区 5,900 3,624,470,000 3,164,110,000

第８期介護保険料の上昇抑制のために活
用。基準額の保険料を100円単位としている
ため、これ以上の額を投入しても、5,900円か
ら下げることができないため、全額繰り入れ
にはなっていません。

5,400 5,900

八 王 子 市 5,750 3,774,622,453 3,790,933,990 3,816,560,902
令和３年度は保険給付費が想定より伸びな
かったことで、基金の繰入を行う必要がな
かった。

5,408 5,750

立 川 市 5,880 903,735,586 1,033,441,302 1,154,652,354 1,154,652,354 介護保険料を抑制するため。 5,880 5,880

武 蔵 野 市 6,240 684,562,630 917,867,648 1,041,599,648 712,381,816

〇新型コロナ感染症による経済的影響を加
味し、基準額を第７期と同額に据え置くため
に繰り入れを実施。
〇ただし、2025年、2040年を見据えた計画的
な基金運用も必要であることから、一部額の
繰入にとどめた。

6,240 6,240

三 鷹 市 5,900 807,532,040 787,718,830 735,706,803 520,198,000
介護保険料の上昇を抑制するとともに、事情
により基金による対応を要する事態になった
場合に備えるため、一部繰り入れとした。

5,750 5,900

青 梅 市 5,300 876,903,000 897,759,000 779,116,000 436,000,000

第７期末（令和２年度）の基金残額は７億
7,800万円。第８期の３か年で４億3,600万円
の取り崩しを行い、第８期の最終基金残額は
３億4,200万円を想定しています。

5,000 5,300

府 中 市 5,995 1,007,188,471 1,082,854,471 920,092,471 920,092,471 5,708 5,992



介護給付費準備基金 ７期から８期 自治体調査 2023.1 東京社保協

2018年度 2019年度 2020年度 第7期 第8期
介護保険料標準月額

行政区 うち８期繰入額 繰入有無の理由
介護給付費準備基金残高介護保険料

標準月額

昭 島 市 6,280 783,702,010 85,362,624,800 791,594,155 590,000,000

第８期中の保険料額をできるだけ低く設定す
るため一定額を繰り入れた。一方で、将来を
見据えた中で、基金に残高を残すことで、第
９期の急激な像を避けるための判断をした。

6,050 6,280

調 布 市 5,900 916,605,010 1,164,048,136 1,337,199,333 1,064,000,000
第８期の保険料の上昇を抑制するため、上
記の額を繰り入れることを想定し、保険料を
設定。

5,600 5,900

町 田 市 5,750 2,724,352,381 2,738,941,073 2,518,404,056 ≒1,500,000,000
介護給付費準備基金を活用して、介護保険
料を軽減しました。また、介護保険財政の安
定運営のため、一定額を残しました。

5,450 5,750

小 金 井 市 5,600 506,515,671 403,585,185 386,425,118 329,600,000 第８期介護保険料基準の上昇抑制のため 5,400 5,600

小 平 市 5,800 1,188,284,597 1,136,617,610 994,698,721 994,698,721 5,300 5,800

日 野 市 6,115 744,995,246 706,747,622 656,575,057 30,000,000
保険料収入で賄うよう計画したため、８期に
ついては、７期よりも取り崩し額を抑えた。

5,480 6,115

東 村 山 市 5,750 5,750

国 分 寺 市 5,916 569,975,000 761,909,000 944,947,000 944,947,000
約２億円を基金から取り崩して保険料に充当
することで、基準月額保険料を第７期と同額
に据え置きとした。

5,917 5,917

国 立 市 6,185 380,354,260 458,859,281 495,671,960 350,000,000
保険料で運用するにあたり、基金からの繰入
をしないと資金不足が生じる見込みであるた
め。

6,025 6,183

福 生 市 250,000,000 5,900 6,125

狛 江 市 6,250 333,069,000 394,487,000 395,941,000 395,941,000 5,950 6,250

東 大 和 市 5,300 868,383,229 809,460,125 756,432,808 756,432,808 介護保険料の上昇を抑えるため 5,200 5,300

清 瀬 市 6,187 497,114,000 560,837,000 597,331,000 450,000,000
第８期における介護保険料の上昇を抑制す
べく、準備基金の繰入をした。また、第９期以
降も増加する予測の下、一部の繰入とした。

5,825 6,183

東久留米市 5,400 5,900

武蔵村山市 5,392 5,533

多 摩 市 4,808 5,200



介護給付費準備基金 ７期から８期 自治体調査 2023.1 東京社保協

2018年度 2019年度 2020年度 第7期 第8期
介護保険料標準月額

行政区 うち８期繰入額 繰入有無の理由
介護給付費準備基金残高介護保険料

標準月額

稲 城 市 5,400 993,830,446 1,096,745,784 1,190,550,293 398,000,000 介護保険料負担の軽減を図るため 5,200 5,400

羽 村 市 4,800 5,100

あきる野市 5,750 437,172,736 434,319,196 323,996,196 160,000,000
第８期以降の、介護給付の伸びがあった場
合に、介護保険料の急激な上昇のならない
よう、それに備えるため。

5,200 5,750

西 東 京 市 6,058 818,001,693 874,611,268 1,095,809,269 1,095,809,269 6,367 6,050

瑞 穂 町 5,550 272,214,193 326,635,193 366,570,193 19,000,000
令和３年度基金からの繰入無し、介護給付
費の支出額が見込みに達しなかったため。

5,550 5,550

日 の 出 町 5,500 120,877,727 202,109,727 206,778,076 93,500,000 5,500 5,500

檜 原 村 6,300 7,900

奥 多 摩 町 6,780 37,215,038 37,215,038 36,216,038 1,150,000
施設入所者の急増から給付費が増加傾向で
あり、これに伴う保険料の不足が懸念された
ため

6,300 6,783

大 島 町 5,700 85,964,018 89,215,845 89,224,789 488,908,366 5,400 5,700

利 島 村 7,500 7,900

新 島 村 6,200 7,300

神 津 島 村 6,500 3,425,000 4,660,000 5,057,000 繰り入れを要しなかったため 6,500 6,500

三 宅 村 5,850 23,174,878 26,946,878 34,997,878 7,400,000
将来的に介護保険料が上がった時に備え、
第８期は一部を繰り入れする予定。

5,832 5,850

御 蔵 島 村 4,800 4,800

八 丈 町 5,931 15,530,277 20,581,051 33,712,826

残額をすべて繰り入れる見込みで基準額を
設定しているが、年度ごとの状況に応じて繰
り入れる予定であり、８期当初での繰り入れ
は行っていない。

5,883 5,925

青 ヶ 島 村 8,700 9,800

小 笠 原 村 3,374 3,374



東京都国民健康保険運営協議会の開催予定（令和４年度）

第１回（令和４年１１月２４日）
WEB開催

第２回（令和５年２月予定）

・東京都の国民健康保険の現状

・都国保運営方針に基づく令和４年度
の取組

・令和５年度仮係数による納付金・標
準保険料率の算定結果

・令和３年度決算

・令和５年度納付金・標準保険料率の
算定結果

・令和５年度東京都国民健康保険運
営方針改定スケジュール
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東京都の国民健康保険の現状

現状(令和２年度) 財源構成(令和２年度決算)

【公費の内訳】
国 ３，４１８億円
都 １，１０４億円
区市町村 ６６０億円（うち、法定外繰入 ４７８億円）

医療給付費等総額 約1兆310億円

5

保　険　料
3,119億円

国・定率国庫負担
（３２％）

国・調整交付金 （９％）

前期高齢者
交付金
2,446
億円

法定外一般会計繰入

都繰入金（９％）

50% 50%

保険者努力支援制度交付金

高額医療費負担金

中間所得者に対する支援

（保険者支援分）

低所得者に対する支援

（保険料軽減分）

全国 都

約２，６５４万人 約２８６万人

うち６５歳以上 約１，１７７万人 約９７万人

１，０３０千円

【　１位】

１０３，１３０円

【　２位】

7.4%

【４７位】

90.26%

【４７位】

21.9%

【４７位】
滞納世帯割合 13.4%

※【順位】は、全国比

　　一人当たり平均所得は令和元年実績

収納率 93.69%

被保険者数

１人当たり平均所得
６７８千円

（旧ただし書き所得）

１人当たり保険料（税） ８８，８６２円

所得に対する保険料
10.0%

負担率



国保財政健全化の取組

○国保財政健全化計画策定状況

・「区市町村国保財政健全化計画」策定対象（※）となる５８区市町村すべてが、赤字の削減目標年次、

削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた計画を令和元年度末までに策定済
※解消・削減すべき赤字が、発生翌々年度までに解消できないことが見込まれる区市町村

○都のこれまでの取組
・計画策定対象の区市町村（島しょを除く）からヒアリングを実施、令和元年度末から都ＨＰに「区市町村

国保財政健全化計画」を公表。

・区市町村に対し解消に向けた助言等を行うほか、令和４年度は、計画期間が長期の区市町村に個別
のヒアリングを実施。

〇今後の方向性（国の動き等）

・令和２年度交付分の保険者努力支援制度から、法定外繰入の解消等の実施状況に係る評価指標にお

いて、点数のマイナス評価が導入。

※令和５年度交付分においては、「令和３年度決算において決算補填等目的の法定外繰入等の金額は増加していないが、削減予定額

（率）は達成していない場合」や「令和３年度決算において決算補填等目的の法定外繰入等の金額が増加している場合」にはマイナス評

価となる。

赤字削減・解消の取組

【運営方針における取組の方向性】

○区市町村はそれぞれの状況を勘案し、医療費適正化や収納率向上の取組、保険料
（税）率の見直しを図る必要があるため、国保財政健全化計画を策定し、 計画的に赤字
を削減・解消

○都は、区市町村の取組状況を把握し、必要な助言を実施
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○都繰入金２号分を活用した支援（令和４年度実施）

・令和４年度交付基準において、運営方針で定めた目標収納率を成績分の指標に設定。

・また、自動音声催告システムやSMS催告などの初期導入経費について、新たに事業分の交付対象とし、
業務の効率化を支援。

〇各種研修・実地支援の実施（令和４年度実施）

・都は、収納率向上対策支援計画に基づき各種研修を実施し、区市町村職員への知識の付与、実践力
の向上を図るとともに、区市町村ごとの課題に対し、徴収指導員により個別に実地支援を行う。

・研修 初任者説明会 ３７人、基礎編 ２日 ５５人、財産調査編 ５７人、

滞納処分編 ４６人、執行停止編 ４１人

・執行停止等や具体的事例への助言に係る実地支援 ４か所（予定）

保険料(税)の徴収の適正な実施について

8

収納率向上の取組

【運営方針における取組の方向性】
○目標収納率の設定

規模別を廃止し、区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標に設定
○収納率向上対策の推進

・区市町村は、多様な納付方法の導入など納付環境の整備、滞納者へのきめ細かい対応
を行った上で、法令に基づく滞納処分等を実施

・都は、区市町村の担当職員の人材育成等を支援



医療費適正化の取組（１）

保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定

○データヘルス計画支援事業（令和４年度実施）
・支援の実績やノウハウがある大学等と連携し、３か年で62区市町村に向けてデータヘルス計画の見
直し支援・効果的な保健事業の横展開を実施

【運営方針における取組の方向性】

○全ての区市町村で保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定・見直しを行えるよう支援

○計画の推進に当たり、国保データベース（ＫＤＢ）システムの有効活用等により、取組の充
実が図られるよう支援

9

糖尿病性腎症重症化予防の取組

【運営方針における取組の方向性】

○全区市町村において糖尿病性腎症重症化予防の取組が進むよう支援
○都版プログラムを関係団体へ周知するとともに、医療関係者等との情報共有を図る

○東京都糖尿病性腎症重症化予防事業医療関係者向け研修会（令和４年度実施）

・令和３年度のプログラム改定を踏まえ、医療関係者向け研修会を開催することで、糖尿病性腎症重
症化予防の意義や、行政が関わる重症化予防事業についての認識を深め、行政と医師をはじめとし
た関係機関との連携を推進（令和４年10月20日（木）から11月30日（水）までオンデマンド配信）



医療費適正化の取組（２）

○重複多剤服薬管理指導事業（令和４年度実施）

・専門知識を有する東京都薬剤師会と連携し、精神疾患患者も含めた服薬指導のモデル事業を実施
し、好事例の横展開を図ることで、重複多剤服薬者に対する指導を支援（モデル自治体：７か所）

加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組

【運営方針における取組の方向性】

○医師会、薬剤師会等と連携し、広域的な調整や事業の推進体制の構築支援
〇薬局と連携し、被保険者の適正服薬の向上に向けた普及啓発等を実施

10

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進

【運営方針における取組の方向性】

○後発医薬品使用希望カードや差額通知等の区市町村の取組を支援
〇医師会、薬剤師会等と連携して医療関係者等の理解促進

〇医療関係者向け講演会の開催（令和４年度実施）

・後発医薬品の安心使用促進に向け、医療関係者の理解促進を図るため、令和５年１月以降に動画
配信型の講演会を実施し、地域における取組事例の紹介等を行う。

〇ジェネリックカルテの作成（令和４年度実施）

・地域ごとの後発医薬品の使用割合について、レセプトデータをもとに医療機関、薬局、患者の状況
などを整理し、分析を行うことにより、使用割合への影響度を明確化する。（活用自治体：21か所）



○市町村事務処理標準システムの導入促進（令和４年度実施）

・令和４年９月時点で１８区市町村が導入済、１７区市町村が導入時期決定

・国は、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（令和４年10月７日閣議決定）により、令和７年
度までに、国保を含む基幹業務のシステム標準化を目指すとしていることから、都は、引き続き区市町

村における導入を支援。

○オンライン資格確認に関する状況調査及び情報共有（令和４年度実施）

・オンライン資格確認稼働に伴い、区市町村に提供されることとなった資格データの活用状況や課題等
を共有し、必要な事項については国に情報提供する。

・今後マイナンバーカードの健康保険証利用に向け、区市町村間で課題等を共有するとともに、国に取

扱いの明確化等を求めていく。
11

事務の標準化

区市町村の事務の標準化・効率化

事務の効率化

【運営方針における取組の方向性】
○市町村事務処理標準システムの導入

【運営方針における取組の方向性】
○事務処理基準の統一及び積極的な情報提供



支出

改革後の国民健康保険財政の仕組み（イメージ）

① 保険給付に必要な費用
を、全額、区市町村へ交
付（普通交付金）

②災害等による保険料の
減免額等が多額であるこ
とや、区市町村における
保健事業を支援するなど、

区市町村に特別な事情
がある場合に、その事情

を考慮して交付
（特別交付金）

支出

保険料 保険給付費

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、区市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要

な費用を、全額、区市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」

を管理する。 ※ 都道府県にも国保特別会計を設置

○ 区市町村は、都道府県が区市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。

都道府県の国保特別会計

区市町村の

国保特別会計
区市町村の

国保特別会計 Ａ市

２０１７年度（平成29年度）まで ２０１８年度（平成30年度）以降

公費

・定率国庫負担
・都道府県

調整交付金
・保険料軽減 等

収入
公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担
都道府県繰入金

等

収入

都道府県は、区

市町村からの（保
険料を基にした）

納付金、国庫負
担金、都道府県
繰入金等により
国保特別会計を
運営

厚生労働省資料を一部改変
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国保事業費納付金の算定（一般分）

後期支援金歳出見込み 介護納付金医療分（保険給付費等）

公費歳入見込み 前期高齢者交付金都全体の納付金必要額

B市の納付金基礎額 C町A区の納付金基礎額

・医療費水準、所得水準、被保険者数に応じて各区市町村ごとの納
付金額を算定

D村 ・・・・・・・

A区の納付金基礎額

審査支払手数料等

A区の納付金額

・激変緩和措置の公費などの個別調整を行う。

＋ －

激変緩和措置等

都に納める
金額

A区の納付金基礎額
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納付金の算定方法
■各区市町村に納付金を配分する際の基本的な考え方
○医療費水準の反映

⇒全て反映
（理由）
・医療費水準に見合わない保険料負担とならないよう配慮するため。
・医療費水準に応じた保険料水準とすることで、医療費適正化のインセンティブを確保するため。

○所得水準の反映

⇒都の所得水準（医療分：1.3５ 応能分：応益分＝57：43（1.3５：1））を反映
（理由）
・同じ保険料率であっても、所得水準に応じて集められる保険料総額に違いが生じるため。

×

×

■激変緩和措置

○医療費水準や所得水準が高い区市町村が納付金を多く負担するため、一部の区市町村においては、被保
険者の保険料が上昇する可能性がある。

○被保険者の保険料負担が急激に増加することを回避するため、被保険者１人当たりの納付金の伸び率が
都平均を一定程度上回る区市町村に対して、激変緩和を行う。

納
付
金
総
額

都全体に占める所得割合

都全体に占める被保険者数割合

当該区市町村
の納付金

×

＝

57

43

： 応能分

応益分

当該区市町村
の医療費指数
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令和５年度の公費について

○財政調整機能の強化

・普通調整交付金

・激変緩和のための暫定措置※

※予算額は、徐々に減少させ、普通調整交付金に移行

・特別調整交付金（都道府県分）（子どもの被保険者数）

・特別調整交付金（市町村分） （精神疾患・非自発的失業）

【800億円程度】

○保険者努力支援制度（都道府県分・市町村分）

・医療費の適正化に向けた取組等を支援

【800億円程度】

総額 約1,700億円(全国)

○国は現行の定率国庫負担金等に加えて、約1,700億円の公費を拡充

○特別高額医療費共同事業 【60億円程度】

〇その他、特別調整交付金（既存分）による追加激変緩和措置として２億円（全国２0億円）を反映

※１ 普通調整交付金、特別調整交付金の公費拡充分の額は不明

800億円

1,000億円
（別途、特別調整
交付金より配分）

60億円

５億円＋α
※１

６６億円

６億円

令和５年度
仮係数

反映額(全国)
1,700億円

令和５年度
仮係数

反映額(都)
７７億円＋α
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激変緩和措置（令和５年度）

都分：7.5億円

○激変緩和のための暫定措置
○追加激変緩和

＜激変緩和の財源（令和５年度仮係数による算定）＞

自然増
（1人当たり納付金
（都平均）伸び率）

制度改革前

（平成２８年度）

制度改革後

（令和５年度）

一定割合

激変緩和のイメージ

１人当たり

納付金相当額

１人当たり

納付金額

＋６％

一定割合を超えた
分に対し激変緩和

国

○令和５年度の被保険者1人当たり納付金額を平成28年度の被保険者1人当たり納付金相当額
と比較し、被保険者1人当たりの納付金伸び率が都平均を一定程度上回る区市町村に対して、
激変緩和を行う。

※法定外一般会計繰入分は、法定外一般会計繰入を実施していない区市町村との公平性の観点から激変緩和の対象外

都

都：745億円（医療給付費等の9％）のうち
15.1億円

都繰入金

18



保険給付費
7,865億円

後期支援金
1,617億円

介護納付金
733億円

国・都
公費

3,523
億円

前期
高齢者
交付金

2,346
億円

納付金
必要額

4,346
億円

■令和４年度確定係数による算定

令和５年度仮係数に基づく納付金等の算定結果

保険給付費
8,392億円

後期支援金
1,758億円

介護納付金
719億円

国・都
公費

3,746 
億円

前期
高齢者
交付金

2,520
億円

納付金
必要額

4,603
億円

■令和５年度仮係数による算定

○ 納付金必要額（一般分）

※医療・後期・介護ごとに算出し、合算した金額

事 項
R４算定

（確定係数）
R５算定
（仮係数）

差 伸び率

被保険者数（医療・後期） 267万4千人 259万3千人 ▲8万1千人 ▲3.0%

給付費総額 7,865億円 8,392億円 527億円 6.7%

１人当たり給付費等 294,173円 323,688円 29,515円 10.0%

納付金総額 ※ 4,346億円 4,603億円 257億円 5.9%

１人当たり納付金額 ※ 189,368円 204,632円 15,264円 8.1%

19



◆ 令和５年度仮係数に基づく保険料算定額と令和４年度確定係数に基づく保険料算定額の比較

令和５年度仮係数に
基づく保険料算定額

令和４年度確定係数に
基づく保険料算定額

伸び率

181,949円 167,042円 8.9%

１人当たり保険料の算定結果（激変緩和後）

※法定外繰入による軽減を行っていないと仮定した保険料額であり、実際の保険料額とは異なる。
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○ 標準保険料率の２つの役割

（１）各区市町村のあるべき保険料率（標準的な住民負担）の見える化（いわゆる「モノサシ」としての機能）

（２）各区市町村が具体的に目指すべき、直接参考にできる値

○ 都道府県は、各区市町村に対し、以下の３つの標準保険料率を示す。

■②区市町村標準保険料率及び③区市町村ごとの算定基準に基づく標準的な保険料率の算定方法

＝
＋

保健事業費
葬祭費等

÷
標準的な
収納率 ※

賦課すべ
き保険料
必要総額

標準
保険料率

納付金

標準保険料率の算定方法

① 都道府県標準保険料率 全国統一の算定基準による当該都道府県の保険料率の標準的な水準を表す

② 区市町村標準保険料率 都道府県内統一の算定基準による区市町村ごとの保険料率の標準的な水準
を表す ⇒都においては２方式（所得割及び均等割）

③
区市町村ごとの算定基
準にもとづく標準的な保
険料率

各区市町村の算定基準にもとづく保険料率（３方式（所得割・均等割・平等割）
等）

※ 各区市町村の実態を踏まえ、直近実績の
収納率で割り戻す

②は、区市町村ごとの所得等を反映し、応能分・応益分に分けて算定

③は、区市町村ごとの算定方式（２・３・４方式）及び応能・応益分
等の割合に応じて算定（区市町村の保険料率の算定基準が②と異なる
こともあるため、参考に提示））
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令和４年度

10月 11月 12月 1月 ２月 ３月

国

都

区市町村
協議

区市町村

令和５年
一定

国
保
事
業
会
計
予
算
案
上
程

1１/１

今後のスケジュール（案）

令和５年度
算定

納
付
金
・
標
準
保
険
料
率
の
決
定

各区市町村の議会
にて保険料（税）率
決定

運
営
協
議
会
①

確定係数提示

各区市町村
運営協議会

区市町村との協議
区市町村
へ提示

11/２4

12月末

○確定係数において変更が
想定される事項

・前期高齢者交付金・後期支
援金・介護納付金や国公費の
額（11月時点の基礎数値によ
り算定されるため）

23
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運
営
協
議
会
②

２月予定



令和５年度仮係数に基づく１人当たり保険料額
（単位：円）

1 千代田区 210,717 202,022 4.30%
2 中央区 205,798 190,730 7.90%

3 港区 204,396 186,494 9.60%

4 新宿区 185,815 167,227 11.12%

5 文京区 201,502 186,114 8.27%

6 台東区 195,680 175,305 11.62%

7 墨田区 180,329 163,543 10.26%

8 江東区 190,165 174,889 8.73%

9 品川区 207,458 188,514 10.05%

10 目黒区 203,203 187,897 8.15%

11 大田区 193,249 178,087 8.51%

12 世田谷区 200,075 185,034 8.13%

13 渋谷区 208,020 191,063 8.88%

14 中野区 187,023 168,267 11.15%

15 杉並区 188,114 169,135 11.22%

16 豊島区 171,379 153,781 11.44%

17 北区 174,263 157,208 10.85%

18 荒川区 179,080 161,350 10.99%

19 板橋区 175,577 161,611 8.64%

20 練馬区 176,264 163,060 8.10%

21 足立区 172,978 158,044 9.45%

22 葛飾区 164,380 152,344 7.90%

23 江戸川区 173,961 162,052 7.35%

24 八王子市 160,088 149,952 6.76%

25 立川市 171,051 156,842 9.06%

26 武蔵野市 199,206 183,647 8.47%

27 三鷹市 194,866 178,885 8.93%

28 青梅市 158,410 147,487 7.41%

29 府中市 186,068 172,911 7.61%

30 昭島市 166,640 151,520 9.98%

31 調布市 187,871 171,883 9.30%

32 町田市 173,524 159,599 8.72%

33 小金井市 184,519 169,005 9.18%

34 小平市 173,965 159,465 9.09%

35 日野市 171,214 157,197 8.92%

36 東村山市 166,984 157,022 6.34%

37 国分寺市 180,525 168,316 7.25%

38 国立市 170,481 157,641 8.15%

39 福生市 155,562 142,752 8.97%

40 狛江市 177,969 166,681 6.77%

41 東大和市 157,676 149,678 5.34%

42 清瀬市 173,703 157,416 10.35%

43 東久留米市 171,486 159,703 7.38%

44 武蔵村山市 157,874 146,550 7.73%

45 多摩市 173,528 160,251 8.29%

46 稲城市 180,729 167,733 7.75%

47 羽村市 160,656 149,576 7.41%

48 あきる野市 158,589 146,346 8.37%

49 西東京市 179,368 163,961 9.40%

50 瑞穂町 159,062 147,456 7.87%

51 日の出町 149,171 142,612 4.60%

52 檜原村 137,480 109,708 25.31%

53 奥多摩町 166,075 135,822 22.27%

54 大島町 163,008 152,230 7.08%

55 利島村 27,177 53,016 ▲ 48.74%

56 新島村 162,421 152,143 6.76%

57 神津島村 170,894 159,335 7.25%

58 三宅村 164,135 111,150 47.67%

59 御蔵島村 69,797 64,030 9.01%

60 八丈町 147,903 134,117 10.28%

61 青ヶ島村 57,321 76,079 ▲ 24.66%

62 小笠原村 147,657 142,971 3.28%

181,949 167,042 8.92%
※１人当たり保険料額は、医療分・後期分の一般被保険者分に係る保険料総額を一般被保険者数で除した額と、介護納付金

　分の保険料総額（退職被保険者等分を含む）を介護２号被保険者数で除した額を合計して算出

※令和５年度算定結果（A)は、医療分、後期分、介護分ごとに自然増（都平均の1人当たり納付金伸び率）に６％を加えた割

　合を基準とした激変緩和措置後の額

伸び率

区市町村計

№ 区市町村名

令和５年度算定結果
法定外繰入前

（A）

令和４年度算定結果
法定外繰入前

（B）

別紙 2



東京都国民健康保険運営方針の概要

第１章 方針策定の趣旨

○策定の目的：
国民健康保険制度において、都と区市町村が一体となり、国民健康保険に
関する事務を共通認識の下で実施し、安定的な財政運営及び区市町村の
国保事業の広域化・効率化を推進する。

〇根拠：国民健康保険法第82条の2
〇対象期間：令和3年4月～令和６年3月

第２章 国民健康保険制度の意義と保険者が果たすべき役割

・国民健康保険は、被保険者間の相互扶助を基本とした社会保険制度であり、
国民皆保険制度の基礎をなす。

・保険者である都及び区市町村は、国保財政の安定的な運営を確保し、被保険
者の健康を守るため、給付に見合う保険料（税）率の設定や保険料（税）の
徴収、医療費適正化に取り組む。

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

〇被保険者の概況、医療費の動向、医療費と財政の将来の見通し
〇赤字解消・削減の取組
・解消・削減すべき赤字が発生している区市町村については「国保財政
健全化計画」を策定し、解消・削減すべき赤字解消の目標年次を定めた
上で、医療費適正化、適正な保険料（税）率の設定等、計画に定めた
解消・削減に向けた取組を実施し、計画的・段階的に赤字を解消

・都は区市町村とともに、解消・削減すべき赤字の要因分析等を実施
〇財政安定化基金の設置・運用

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項

〇納付金の算定方法
・医療費指数反映係数αは１、所得係数βは都の所得水準に応じた値とする
今後は納付金算定におけるα＝０に向けて、区市町村と議論を進める

〇激変緩和措置
・国公費や都繰入金を活用して激変緩和を実施
・１人当たり納付金が一定割合を超えて増加する区市町村が対象
〇標準的な保険料（税）算定方式
・都道府県・区市町村標準保険料率の算定は二方式
・各区市町村の応能割と応益割は、各区市町村の所得水準を反映して算定
〇標準的な収納率
・区市町村ごとに直近の収納率実績を用いて毎年度設定

第５章 区市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

〇目標収納率
・区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標に設定
〇収納率向上対策の推進
・区市町村は、納付環境の整備、滞納者へのきめ細かい対応を行った上で、
法令に基づく滞納処分等を実施

・都は担当職員の人材育成等を支援

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項

〇レセプト点検の強化・療養費の支給適正化
〇第三者行為に係る求償事務等の取組強化
〇都道府県による保険給付の点検、事後調整

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項
○保健事業実施計画（データヘルス計画）の推進
・都は全ての区市町村で策定・見直しを行えるよう、実地による支援 等
〇特定健康診査・特定保健指導実施率の向上
〇糖尿病性腎症重症化予防の取組の推進
○加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組
・都は関係機関と連携し広域的な調整、事業の推進体制の構築支援等
〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進
○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組の推進
・都は区市町村が配置する医療専門職の人材育成等を実施
○がん検診、歯科検診等他健診と連携した取組

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

〇地域包括ケアシステムの構築に向けた取組
〇国保データベース（ＫＤＢ）システム等の活用

第９章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

〇事務の標準化
・被保険者証の様式の統一、高齢受給者証との兼用（一体化）
〇事務の効率化
・引き続き、区市町村事務の実態を踏まえ検討

第10章 施策の実施のために必要な都及び区市町村間の連絡調整等

○連携会議の開催、被保険者への広報・普及啓発活動等
○感染症の拡大等により、必要に応じて取組の方法等の見直しを実施
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令和２年度被保険者総数、前期高齢者加入率

No. 区市町村名
一般被保険者数
・年度平均
（人）

前期高齢者数
・年度平均
（人）

前期高齢者加入率
（％）

No. 区市町村名
一般被保険者数
・年度平均
（人）

前期高齢者数
・年度平均
（人）

前期高齢者加入率
（％）

1 千代田区 10,675 2,684 25.1% 24 八王子市 125,709 52,302 41.6%
2 中央区 27,924 7,233 25.9% 25 立川市 37,995 14,560 38.3%
3 港区 52,798 12,592 23.8% 26 武蔵野市 29,330 10,260 35.0%
4 新宿区 89,420 19,462 21.8% 27 三鷹市 37,944 12,928 34.1%
5 文京区 40,961 12,716 31.0% 28 青梅市 31,105 14,432 46.4%
6 台東区 47,880 13,060 27.3% 29 府中市 51,263 19,088 37.2%
7 墨田区 54,643 18,352 33.6% 30 昭島市 24,417 10,558 43.2%
8 江東区 95,904 35,824 37.4% 31 調布市 45,871 16,072 35.0%
9 品川区 72,470 25,203 34.8% 32 町田市 88,367 36,824 41.7%
10 目黒区 57,183 16,120 28.2% 33 小金井市 22,670 8,524 37.6%
11 大田区 133,977 49,665 37.1% 34 小平市 38,482 14,333 37.2%
12 世田谷区 183,983 54,597 29.7% 35 日野市 35,437 15,243 43.0%
13 渋谷区 53,184 12,413 23.3% 36 東村山市 32,314 12,964 40.1%
14 中野区 78,589 20,223 25.7% 37 国分寺市 23,625 8,790 37.2%
15 杉並区 119,808 36,054 30.1% 38 国立市 16,164 5,919 36.6%
16 豊島区 71,041 17,175 24.2% 39 西東京市 41,855 15,454 36.9%
17 北区 75,135 26,203 34.9% 40 福生市 15,141 5,393 35.6%
18 荒川区 48,614 15,491 31.9% 41 狛江市 17,088 6,083 35.6%
19 板橋区 119,706 40,805 34.1% 42 東大和市 18,472 7,691 41.6%
20 練馬区 143,256 46,570 32.5% 43 清瀬市 16,464 6,498 39.5%
21 足立区 152,269 51,043 33.5% 44 東久留米市 25,066 10,481 41.8%
22 葛飾区 99,610 34,725 34.9% 45 武蔵村山市 16,894 6,530 38.7%
23 江戸川区 134,535 44,138 32.8% 46 多摩市 32,564 14,852 45.6%

47 稲城市 16,952 6,809 40.2%
（出典）　東京都「令和２年度　国民健康保険事業状況」 48 あきる野市 19,114 8,300 43.4%

49 羽村市 12,142 5,270 43.4%
50 瑞穂町 8,717 3,641 41.8%
51 日の出町 4,101 2,056 50.1%
52 檜原村 619 330 53.3%
53 奥多摩町 1,346 750 55.7%
54 大島町 2,341 1,045 44.6%
55 利島村 92 36 39.1%
56 新島村 823 396 48.1%
57 神津島村 775 268 34.6%
58 三宅村 652 325 49.8%
59 御蔵島村 101 31 30.7%
60 八丈村 2,546 1,123 44.1%
61 青ケ島村 36 16 44.4%
62 小笠原村 970 193 19.9%

2,859,129 968,716 33.9%
1,963,565 612,348 31.2%
895,564 356,368 39.8%

東京都
特別区
市町村
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令和２年度一人当たり医療費、一人当たり旧ただし書き所得、一人当たり保険料

No. 区市町村名
一人当たり
医療費（円）

一人当たり
旧ただし書き所得

（千円）

一人当たり
保険料（円）

No. 区市町村名
一人当たり
医療費（円）

一人当たり
旧ただし書き所得

（千円）

一人当たり
保険料（円）

1 千代田区 322,598 2,880 152,992 24 八王子市 337,373 794 88,571
2 中央区 291,110 1,519 128,929 25 立川市 322,837 934 92,183
3 港区 285,931 2,059 137,537 26 武蔵野市 304,027 1,599 96,036
4 新宿区 266,559 1,062 105,677 27 三鷹市 329,981 1,201 90,879
5 文京区 306,941 1,233 119,798 28 青梅市 335,944 715 80,499
6 台東区 316,210 1,025 109,260 29 府中市 331,427 958 72,482
7 墨田区 333,601 862 103,845 30 昭島市 353,727 757 81,944
8 江東区 358,870 891 103,695 31 調布市 327,979 1,111 88,196
9 品川区 345,643 1,200 120,835 32 町田市 350,609 883 85,694
10 目黒区 303,513 1,624 131,753 33 小金井市 323,393 1,072 95,496
11 大田区 362,144 1,026 114,702 34 小平市 324,924 938 85,844
12 世田谷区 298,769 1,348 124,113 35 日野市 331,952 858 77,465
13 渋谷区 281,821 2,028 139,872 36 東村山市 362,524 833 88,490
14 中野区 286,692 930 108,805 37 国分寺市 304,191 1,040 84,670
15 杉並区 300,097 1,166 118,925 38 国立市 317,746 927 80,238
16 豊島区 263,962 953 102,612 39 西東京市 323,754 879 83,217
17 北区 338,722 837 98,504 40 福生市 307,266 690 70,054
18 荒川区 331,351 781 100,846 41 狛江市 319,792 970 86,987
19 板橋区 330,904 870 102,275 42 東大和市 339,244 761 89,548
20 練馬区 313,443 991 109,221 43 清瀬市 351,133 895 76,699
21 足立区 339,869 782 97,107 44 東久留米市 342,464 940 88,809
22 葛飾区 333,356 759 100,301 45 武蔵村山市 337,977 730 80,076
23 江戸川区 329,438 889 106,082 46 多摩市 345,781 886 83,412

47 稲城市 322,124 1,101 84,247
48 あきる野市 336,875 773 72,781
49 羽村市 352,553 782 82,052
50 瑞穂町 312,214 735 72,660
51 日の出町 365,772 657 75,108
52 檜原村 348,313 725 59,208
53 奥多摩町 431,116 679 65,787
54 大島町 374,893 680 83,261
55 利島村 225,596 735 56,467
56 新島村 386,762 709 62,323
57 神津島村 267,675 979 101,351
58 三宅村 418,710 709 82,627
59 御蔵島村 238,042 492 57,426
60 八丈町 321,634 652 77,271
61 青ケ島村 299,463 1,155 118,944
62 小笠原村 212,868 877 73,751

322,969 1,030 103,130
317,958 1,082 111,514
333,955 916 84,748

東京都
特別区
市町村

※東京都「令和２年度国民健康保険事業状況年報」及び厚生労働省「令和２
年度国民健康保険実態調査」より東京都作成
　・一人当たり医療費は、一般被保険者の費用額計を年間平均一般被保
　険者数で除して算出
　・一人当たり旧ただし書き所得は、「令和２年度国民健康保険実態調査」
　より作成（令和元年所得）
　・一人当たり保険料は、一般被保険者の保険料調定額（介護分除く）を
　年間平均一般被保険者数で除して算出
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令和２年度保険料収納率
（％） （％）

No. 区市町村名 保険料収納率 No. 区市町村名 保険料収納率
1 千代田区 92.78 24 八王子市 94.38
2 中央区 88.48 25 立川市　　　 92.24
3 港区 86.61 26 武蔵野市　　 94.33
4 新宿区 82.17 27 三鷹市　　　 94.64
5 文京区 93.15 28 青梅市　　　 94.23
6 台東区 86.23 29 府中市　　　 93.67
7 墨田区 88.19 30 昭島市　　　 93.66
8 江東区 89.20 31 調布市　　　 93.88
9 品川区 93.15 32 町田市　　　 96.00
10 目黒区 91.78 33 小金井市　　 96.97
11 大田区 89.61 34 小平市　　　 94.13
12 世田谷区 89.55 35 日野市　　　 93.65
13 渋谷区 84.84 36 東村山市　　 93.25
14 中野区 85.37 37 国分寺市　　 96.42
15 杉並区 88.72 38 国立市　　　 96.73
16 豊島区 86.87 39 西東京市 93.71
17 北区 85.60 40 福生市　　　 89.40
18 荒川区 88.93 41 狛江市　　　 96.70
19 板橋区 89.84 42 東大和市　　 95.68
20 練馬区 91.53 43 清瀬市　　　 94.27
21 足立区 89.11 44 東久留米市　 95.20
22 葛飾区 86.77 45 武蔵村山市　 93.54
23 江戸川区 90.42 46 多摩市　　　 94.83

47 稲城市　　　 96.99
（出典）　東京都「令和２年度国民健康保険 48 あきる野市　 96.18
　　　　　事業状況」 49 羽村市　　　 94.84

50 瑞穂町　　　 93.08
51 日の出町　　 95.85
52 檜原村　　　 98.69
53 奥多摩町　　 99.33
54 大島町　　　 95.63
55 利島村　　　 100.00
56 新島村　　　 97.35
57 神津島村　　 99.48
58 三宅村　　　 97.42
59 御蔵島村　　 100.00
60 八丈町　　　 95.97
61 青ヶ島村　　 100.00
62 小笠原村　　 97.47

90.26
88.76
94.56

東京都
特別区
市町村
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法定外一般会計繰入の状況（令和２年度）

（注１）保険料の収納不足のため、高額療養費貸付金
（注２）保険料（税）の負担緩和を図るため、地方単独の保険料（税）の軽減額、任意給付に充てるため
（注３）保険料（税）の減免額に充てるため、地方単独事業の医療給付費波及増等、保健事業費に充てるため、直営診療

施設に充てるため、納税報奨金（納付組織交付金等）、基金積立、返済金、その他
（注４）端数の関係上、合計が一致しない場合がある。

※ 令和２年度国民健康保険（市町村国保）の財政状況（厚生労働省）等より作成

項目
一般会計繰入金
（法定外）合計

決算補填等目的分計＝「解消すべき赤字」
決算補填等以外の
目的分計（注３）決算補填目的

のもの（注１）
保険者の政策に
よるもの（注２）

過年度の赤字に
よるもの

全国 金額（億円） 1,379 12 728 27 767 612

東京都 金額（億円） 478 9 365 4 379 99
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○糖尿病性腎症重症化予防の取組状況（令和４年１月現在）

○保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定状況 （令和４年４月現在）

都内区市町村の医療費適正化の取組状況

区市町村数

策定済 ６２

策定中・未策定 ０

受診勧奨 保健指導

実施している ５６ ５８

今後実施予定 ２ ０

予定なし ４ ４

○加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組状況（令和３年８月現在）

区市町村数

重複・多剤投与を対象とした事業実施 ４１

【令和４年度保険者努力支援制度（市町村分）による】



後発医薬品の使用割合（令和３年９月診療分）

No. 区市町村名 使用割合（数量シェア） No. 区市町村名 使用割合（数量シェア）
1 千代田区 65.3% 24 八王子市 78.4%
2 中央区 67.7% 25 立川市 81.4%
3 港区 67.4% 26 武蔵野市 72.2%
4 新宿区 72.0% 27 三鷹市 75.0%
5 文京区 70.9% 28 青梅市 81.2%
6 台東区 75.0% 29 府中市 78.1%
7 墨田区 74.4% 30 昭島市 79.4%
8 江東区 75.6% 31 調布市 74.2%
9 品川区 74.7% 32 町田市 78.9%

10 目黒区 70.0% 33 小金井市 71.7%
11 大田区 75.4% 34 小平市 77.6%
12 世田谷区 71.6% 35 日野市 81.5%
13 渋谷区 69.6% 36 東村山市 78.5%
14 中野区 73.3% 37 国分寺市 74.2%
15 杉並区 70.8% 38 国立市 73.3%
16 豊島区 74.0% 39 西東京市 79.7%
17 北区 73.6% 40 福生市 81.4%
18 荒川区 74.7% 41 狛江市 74.3%
19 板橋区 77.1% 42 東大和市 82.9%
20 練馬区 75.8% 43 清瀬市 80.7%
21 足立区 78.2% 44 東久留米市 80.2%
22 葛飾区 78.5% 45 武蔵村山市 83.2%
23 江戸川区 76.2% 46 多摩市 78.2%

47 稲城市 79.3%
48 あきる野市 83.2%
49 羽村市 78.2%
50 瑞穂町 81.9%
51 日の出町 82.1%
52 檜原村 77.4%
53 奥多摩町 84.6%
54 大島町 84.7%
55 利島村 83.8%
56 新島村 82.5%
57 神津島村 89.2%
58 三宅村 86.0%
59 御蔵島村 83.7%
60 八丈町 79.2%
61 青ケ島村 80.0%
62 小笠原村 69.5%

75.7%

※保険者別の後発医薬品の使用割合（令和３年９月診療分）（厚生労働省）より作成

東京都
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都道府県 自治体 採択 1 2 3 4 5 6 7 8 9
北海道 185
青森 40
岩手 33 1 岩手県
宮城 35
秋田 25 3 小坂町 三種町 上阿仁村
山形 35
福島 59
茨城 44
栃木 25
群馬 35
埼玉 63
千葉 54
東京 39 1 足立区
神奈川 33
山梨 27
長野 77 9 塩尻市 茅野市 飯綱町 信濃町 富士見町 下諏訪町 小川村 山形村 原村
新潟 30
富山 15
石川 19
福井 17
岐阜 42
静岡 35
愛知 54
三重 29
滋賀 19
京都 26
大阪 43
兵庫 41
奈良 39
和歌山 30
鳥取 19
島根 19
岡山 27
広島 23
山口 19
徳島 24
香川 17
愛媛 20
高知 34 1 南国市
福岡 60 1 中間市
佐賀 20
長崎 21
熊本 45
大分 18
宮崎 26
鹿児島 43
沖縄 41 8 糸満市 豊見城市 宮古島市 南城市 東村 中城村 南風原町 伊平屋村

市町村区数 1724 23
都道府県数 47 1

合計 1771 24

作成：中央社保協（2023年1月末現在）
介護保険の改善を求める請願署名（2022年6月～）自治体意見書採択状況

※①沖縄社保協はすべて「介護保険利用料原則２割負担化、ケアプラン有料化、要介護１・２の市町村事業への移行などの制
度見直しの中止と、国庫補助を増額し介護保険料高騰を抑え、高齢者の尊厳と生活を守れるよう介護保険制度の抜本改善を求
める意見書」
※②福岡中間市は「介護保険制度の改定中止を求める意見書」介護制度改悪の中止を求めて、12/13共産党市議が議会議決を
求めて提出したの意見書が採択



 

 

議員提出第１３号議案  

 

   介護保険制度の改善を求める意見書  

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。  

  令和４年１２月２１日  

         提  出  者  

足立区議会議員   白 石  正 輝 

同         渡 辺  ひであき 

同         石 毛  かずあき 

同         た が た  直 昭 

同         西 の 原  え み 子 

同         きたがわ  秀 和 

同         杉 本  ゆ う 

同         銀 川  ゆ い 子 

 

足立区議会議長   工  藤   哲  也   様  

 

（提案理由）  

 国会及び政府に対し、介護保険制度の改善を求めるため、本案を提出

する。  



 

 

介護保険制度の改善を求める意見書  

 

介護保険制度は、２０００年に「高齢者の介護を社会全体で支え合う

仕組み」として創設されたが、経済的理由による介護サービスの利用控

えや家族の介護に専念するために本業の仕事を辞めてしまう介護離職等

の状況が存在している。また、介護事業所では深刻な人手不足と低い介

護報酬のもとでの経営難が続いており、コロナ禍はこうした事態を加速

させている。  

政府は３年に１度、円滑な保険給付実施のために介護保険制度の見直

しを行っており、厚生労働省の社会保障審議会（介護保険部会）では、

２０２４年度の介護保険制度改定に向けた検討を進めている。併せて、

財務省の財政制度等審議会財政制度分科会では、介護保険サービスの利

用者負担を原則２割に引上げることや、要介護１・２の方に係る訪問・

通所介護を地域支援事業へ移行すること、ケアプラン作成の有料化等を

盛り込んだ素案を打ち出しているが、利用者の負担増や給付削減の提案

が多い。  

また、介護従事者に対する処遇改善が２０２２年２月から新たに開始

されたが、全産業平均給与と比較すると、いまだに低い水準であり、さ

らなる処遇改善について検討を進める必要がある。  

加えて、新型コロナウイルス感染症対策として、検査及びワクチン接

種体制の整備、在宅・施設介護での陽性者及びクラスターへの対応の支

援や、介護事業所に対する公費での減収補填等は今後さらに必要である。 

よって、足立区議会は国会及び政府に対し、介護保険制度の改善を図

るため、下記の事項を実施するよう強く求めるものである。  

記  

１  介護サービス利用料の引上げを行わないこと。  

２  要介護１・２の方に係る訪問・通所介護の地域支援事業への移行は

行わないこと。  



 

 

３  ケアプラン作成の有料化や福祉用具の貸与を購入に変更する等の見

直しは行わないこと。  

４  公費の全額投入により介護従事者の給与を全産業平均水準まで早急

に引上げること。  

５  介護従事者を大幅に増やし、一人夜勤解消等の人員配置基準の見直

しを行うこと。  

６  介護事業所に対する新型コロナウイルス感染症対策支援をさらに強

化すること。  

７  介護保険料及び利用料等の負担軽減や介護報酬の改善等、介護保険

制度の抜本的な見直しを行い、介護保険財政における国庫負担の割合

を大幅に引上げること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。  

令和   年   月   日  

議   長   名  

衆議院議長  

参議院議長  

内閣総理大臣   あ  て  

総務大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣  



■議案の審議結果など（令和４年第４回定例会）
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固定資産税及び都市計画税の軽減措置の
継続を求める意見書

介護保険制度の改善を求める意見書

緊急事態に関する国会審議等を求める決
議

足立区議会個人情報の保護に関する条例

足立区議会情報公開条例の一部を改正す
る条例
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２０２３年１月●日 

東京都知事 小池百合子 殿 

介護をよくする東京の会 
事務局団体  東京社会保障推進協議会      

東京都豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館 6 階 
電話 03-5395-3165 

 

東京都における介護に関する要望書 

 
 日頃よりの都政に対するご尽力に感謝申し上げます。 

介護をよくする東京の会は、介護従事者や介護制度利用者と家族、地域住民

などから構成され、介護の実態調査や介護保険制度の充実、制度改善などを求

める団体として活動しております。 

制度創設から２２年を経た介護保険制度に関して、都民の介護を支えるため

に東京都として実施して頂きたいことを要望書としてまとめました。まとめる

にあたって、「都民生活要求大運動実行委員会」での予算要望の回答などを踏ま

えて重点要望項目としました。これに対して都としてどの様に考えておられる

のか、実現に向けてどの様にすればよいのかご教示いただきたく、本要望書を

提出し、意見交換させて頂ければと存じます。 

 

重点要望項目 

１，介護施設における一人夜勤解消にむけて 

最低基準を国が決めている介護施設基準について、各都道府県は上乗せした

施設基準を決めることができます。東京都として施設基準を定め、介護施設の

人員配置を上乗せしてください。 

 グループホーム、小規模多機能型居宅介護サービス、看護小規模多機能型居

宅介護サービスなどでは、夜間の勤務者が１名となる「１人夜勤」が容認され

ています。東京都はその実態を把握していないと応えられました。利用者の安

全と従事者の労働基準法違反（休憩の不付与：休憩時間であっても利用者状況

によってすぐに対応しなければならない「手待ち時間」となっている）が横行

している状況を放置させないために、まずは実態を調査してください。 

国も都も、夜勤加算で対応できるとしていますが、人員を増やせる水準にあ
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りません。１人夜勤の解消をするために夜勤体制の最低基準は複数体制とする

ことを国に求めてください。また、都として 1人夜勤を解消するための施策を

創設してください。 

 

２，コロナ禍対応として、介護事業所への財政支援など 

介護事業所は、新型コロナウイルス感染症の陽性者、クラスターが発生する

と、完全に感染が収束するまで事業の休止や新規利用者受け入れをストップし

なければならず、大きな減収になります。その減収分を介護報酬への加算やか

かり増し経費等だけでは補うことはできません。そうしたこともあって、多く

の介護事業所では第 1波による減収で政府系金融機関等から多額の借入を行っ

ており、据え置き５年後からはじまる返済が見通せない中で、さらなる借り入

れを行うことはできません。このままでは、中小零細をはじめ介護事業所は閉

鎖・倒産せざるを得ず、都民にとっても身近なところで介護提供がされない状

況になり兼ねません。 

介護事業所に対して、陽性者やクラスター発生に伴う減収を補うとともに、

地域で介護提供が続けられるように財政支援の制度を国に要望するとともに、

都としても独自施策を行ってください。 

 

３，介護職員確保について 

東京都の介護従事者不足は深刻で、求人倍率は全国で１，２位の高さです。

人員不足で事業所が閉鎖に追い込まれたり、利用者受入れを制限し、入所待機

者が増える状態が続いています。こうした事態を抜本的に解消するために、下

記の点に取り組んでください。 

（１）東京都として将来の都内介護需要に対して介護職員の過不足がどの位に

なるのか把握しているのでしょうか？その推計値を教えてください。大幅な

不足が予想される場合にはどういった独自の解消策を考えているのか、いな

いのか有無と内容を教えてください。 

（２）介護従事者の処遇改善が必要なことは、認識が一致できていますが、東

京都は一時的な財政措置ではなく、報酬で処遇改善することが基本としてい

ます。それではそれが実現するまで、人員不足でサービスが受けられない状

況が放置されたままという事にはなりませんか？一刻も早く解消するために

も、東京都の制度として、介護従事者の処遇改善事業を実施してください。

また、国に対しても強力に処遇改善策の実施を要請してください。 

（３）入学者減少による介護福祉士専門学校の閉校が相次いでいます。介護福

祉士を着実に養成していくために、養成校への入学者確保の支援や財政支援

を強化してください。 
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（４）介護従事者確保のために都は、「就職説明会や学校訪問型セミナー、教員

向けセミナーなどにより、福祉の仕事が今後の高齢社会を担う大切なもので

あることを積極的に発信し、都民の理解を深め、社会的評価の向上につなげ

ます（第８期高齢者福祉計画）」としています。 

それをさらに充実させ、庁内関連部署とも連携して、小中学校をはじめ都

立、私立高校での介護職（場）体験や介護従事者やサービス利用者との交流

の機会を意識的に設けるとともに、高校進路指導教員をメインとした教員向

けセミナーなどを開催してください。その際、「奨学金制度の紹介」や「介護

職の専門性」についても、福祉分野進路希望者のみを対象にするのではなく、

広く積極的に発信してください。 

 

４，ハラスメント対策について 

訪問看護・介護現場での患者・利用者・家族からのハラスメント対策とし

て複数人での訪問が必要な場合があります。現在の診療報酬・介護報酬では

複数人での訪問は利用者の同意が必要ですが、同意を得るのが困難なケース

が少なくありません。兵庫県の助成制度をはじめとし、新たに制定された埼

玉県の介護職員ハラスメント対策推進事業等を参考にするなど、都として独

自の助成制度をつくってください。また、困難な患者・利用者・家族に柔軟

な対応ができる制度をつくるよう国に要望をしてください。 
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中央社会保障推進協議会  2022 年 12 月 27 日 22-37 号 
110-0013 東京都台東区入谷 1-9-5 医労連会館 5 階 
電話 03-5808-5344 FAX03-5808-5345 
メール ｋ25＠shahokyo.jp   
HP https://shahokyo.jp/ 
 

中央社保協ニュース  



介護保険制度の改善を求める

請願署名リスタート集会 

2023年2月1日(水) 18時〜19時半
内容︓介護保険制度の情勢・指定報告・⾏動提起

開催形式︓完全オンラインＺＯＯＭ
Zoom情報
https://zoom.us/j/93440732657?pwd=Zi9CanpHc3NkY2NaUGdaWUdobzV0QT09
ミーティングID: 934 4073 2657   パスコード: 413599

お問い合わせ︓中央社保協 k25@shahokyo.jp

中央社保協 介護・障害者部会 主催



2.1集会とは
老人医療無料制度が廃止された1983年から毎年開催され、老人福祉法の精神が
放棄された2月1日を記憶に刻み、その時々の政策・運動課題 の学習や要請行動
に取り組んできた集会です。2023年は40年目にあたり、日本高齢者大会で「日
本高齢者人権宣言」を確認しました。人権の視点により、2.1高齢者中央集会を
社会保障改悪の政治に対峙していく運動を確認する場として全国に行動・参加
を呼びかけます。

2.1高齢者中央集会

国会議員要請行動
老人医療有料化から４０年

主催 中央社会保障推進協議会・全日本年⾦者組合
日本高齢期運動連絡会

お問い合わせ 日本高齢期運動連絡会
℡/fax 03-3384-6654 nihonkouren@nifty.com

中央集会１０：３０〜１２：３０

国会議員要請行動 〜１５：００

 講演 年齢でいのちの差別は許さない！歴史から学んで
国⺠みんなが安⼼して医療が受けられるように

 講師 前沢淑子氏(元東京社保協事務局長・現東京社保協常任幹事)

 各地の報告・行動提起

会場：参議院議員会館 地下１０４号室
中央集会へのWEB参加・Youtube視聴 →

https://youtu.be/ZXSAoplbexY

開催：２０２３年２月１日（水）
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10月１日より７５歳以上の高齢者の医療費窓口負担が１割から２割に２倍になりました。対象者は「単身世帯で年収２００
万円以上、夫婦とも７５歳以上の世帯で年収３２０万円」の方で、約３７０万人、７５歳以上の約２割となります。

長引くコロナ禍のもとで、国民生活は困難を極めています。とりわけ75歳以上の個人の収入額は平均で、166万円、中央
値では130万円に過ぎず、200万円以下の人は58％におよびます。今回の負担増はさらなる受診抑制をまねき、高齢者のいの
ち、健康、人権を脅かします。応能負担というならば、患者の窓口負担に求めるのではなく、富裕層や大企業の税・保険料負
担に求めるべきです。

厚生労働省は高齢者には負担できる余力があるかの如く、都合のよいデータを出して、負担増を押し付けていますが、実態
とはかけ離れたものです。私たちの調査の結果がそのことを示しています。
その結果は、高齢者の生活にはゆとりもなく、将来への不安を抱え、少ない預金を取り崩して生活しているのが実際である

こと、負担増が健康と生活の破壊につながり、日本国憲法にある「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を」奪うもので
あることを明らかにしています

調査は第1次調査を昨年2021年11月30日時点の状態を調査票で提出していただく方法で行い、その中より、詳細に生活実態
を把握するために2次調査を聞き取りで行いました。

本日は報告書の概要を紹介し、私たちの調査した実態からみても医療費窓口負担の2倍化が高齢者に生活を一層厳しいもの
に追い込み、健康破壊、生活破壊につながるものであること、諸物価高騰で生活が圧迫して今、政府が行うことは直ちに「2
倍化」を中止することであることを求めます

10月1日に実施された75歳以上医療費窓口2倍化が生活に及ぼす影響についての記者会見
2022年12月1日 11時～ 厚生労働省記者クラブ

主催：日本高齢期運動連絡会・全日本年金者組合・医療団体連絡会議・中央社会保障推進協議会

後期高齢期の生活と意識に関する
調査報告書

2022年10月
日本高齢期運動連絡会

調査の設計、集計、分析は以下の者が行った。
武市 和彦（日本高齢期運動連絡会事務局長）
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（１）75歳以上の後期高齢者の単身世帯で収入は年金のみ。年金額は200万円以上 賃貸住宅

（２）75歳以上の後期高齢者の単身世帯で収入は年金のみ。年金額は200万円以上 持ち家(一戸建て・分譲マンション)

（３）夫婦2人のみ世帯で両方とも75歳か、どちらかが75歳以上の世帯。年金のみの収入で320万円以上 賃貸住宅

（４）夫婦2人のみ世帯で両方とも75歳か、どちらかが75歳以上の者。年金のみの収入で320万円以上 持ち家(一戸建て・分
譲マン ション)

（５）75歳以上の単身世帯で年収150万以上200万円未満、賃貸住宅

（６）75歳以上の単身世帯で年収150万以上200万円未満、持ち家(一戸建て・分譲マンション)

■ 調査の目的
75歳医療費窓口2割化法で影響を受ける高齢者の生活と生活費に関す実態を明らかにし、その現実から75歳
以上世帯の医療負担増が高齢期の生活に与える影響を分析する

■ 調査件数
１）第１次調査の有効回収数は167ケース。抽出調査対象数を300世帯、有効回収率は、55.7％
２）第２次調査の面接ケースは８ケース

■ 調査対象は6つの生活累計を設定して行った

（１）～（４）が2割の対象

図表 1-1 調査対象の類型 

  実数 ％ 

後期高齢者単身、年金のみ、年金額

200 万円以上、賃貸住宅 

7 4.2% 

後期高齢者単身、年金のみ、年金額

200 万円以上、持ち家 

72 43.1% 

夫婦のみ世帯、2 人７５歳以上、片方

７５歳以上、年金のみ 320 万円以上、

賃貸住宅 

4 2.4% 

夫婦のみ世帯、2 人 75 歳以上、片方

75 歳以上、年金のみ 320 万円以上、

持ち家 

50 29.9% 

後期高齢者単身、年収 150 万円以上

200 万円未満、賃貸住宅 

9 5.4% 

後期高齢者単身、年収 150 万円以上

200 万円未満、持ち家 

25 15.0% 

合計 167 100.0% 

 

調査対象として設定した6つの類型の特徴を見る
と（図表1－1）、「後期高齢者単身、年金のみ、
年金額200万円以上、持ち家」が43.1％と最も割
合が高く、次いで「夫婦のみ世帯、2人75歳以上、
片方75歳以上、年金のみ320万円以上、持ち
家」が29.9％、「後期高齢者単身、年収150万円
以上200万円未満、持ち家」が15.0％となってい
る。

住宅の種類の項目を除いた「後期高齢者単身、
年金のみ、年金額200万円以上」の者は、47.3％
と全体の半数弱を占めている。同様に「夫婦の
み世帯、2人７５歳以上、片方７５歳以上、年金
のみ320万円以上」の者は32.3％となる。さらに、
「後期高齢者単身、年収150万円以上200万円未
満」の者は20.4％であった。

47.3％

20.4％

32.3％

賃貸・持ち家の区分を除いた集計1.調査対象の類型

第1次調査の要約
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2. 性別－男女半々 回答者の性別は、男性が50％、女性が47％

3. 年齢－75歳～85歳未満層で全体の８割
年齢階層については、「75歳以上80歳未満」が44％と最も割合が高く、次いで「80歳以上85歳未満」

が37％となっている。「70歳以上75歳未満」が7％、反対に「85歳以上」の合計は、13％となっている。
75歳から85歳未満層で全体の８割を占める。

4. 回答者の在住都道府県－神奈川県16％、岡山県11％、東京都10％

5. 居住地の地域特性－半数が「新興住宅地」

6. 住宅の種類－「持ち家」が9割

7. 健康状態－「良い」・「まあ良い」で3割弱、「あまり良くない」・「良くない」で3割半

8. 家計の経済状況－「普通」が6割、「やや苦しい・「大変苦しい」が3割強

9. 経済状況の変化－「やや苦しくなった」・「大変苦しくなった」が半数弱

10．貯金－「貯金している」が８割、「貯金をしていない」が２割、「貯金が減った」が６割

11．借金－「住宅ローン以外の借金がある」が４％

12．負担に感じている支出－「後期高齢者保険料」「介護保険料」を負担に感じている人が６割前後、
「医療費」も４割の人が負担と感じている

13．コロナ禍以前と比べての家計支出の変化－家計支出が「コロナ禍以前と比べて増えた」が２割半

14．過去一年間で経験した切りつめ・滞り等－「衣類、靴」が６割半、「趣味やレジャーの出費」が６割
強、「交際費」が４割

15．コロナ禍以前より増えた費目－「水道光熱費」が６割、「医療費」が４割弱

16. コロナ禍以前より減った費目－「文化・教養・娯楽費」７割、「交際費」６割

17. 日常的な主な移動手段－「自家用車」が４割、「バス」２割。「自転車」２割弱
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  ケース数

(1)不安・困りごと   

①　医療費負担が困る、不安 21

②　将来が不安  11

③　生活費の負担増が困る、心配　 9

④　足の便の不便を感じている 5

⑤　貯蓄が減る、取り崩さないといけないことに不安 5

⑥　健康状況に不安がある　 5

⑦　家計の状況が苦しく大変　　 4

⑧　その他 1

合計 61

（２）生活に関する問題

①　医療費2倍で生活厳しくなる 21

②　生活ができない、できなくなる 9

③　食事・日常生活厳しい 6

④　現在の通院・入院治療状況 3

合計 39

（３）住宅に関する状況 5

（４）その他

① 今のままで健康で 13

② 病院窓口負担２倍化について 6

③ 病院窓口負担２倍化への対応策について 3

④ その他 10

合計 32

（５）国・自治体への意見・要望 14

（６）調査に対する意見 5

自由記載の内容 ｐ23 自由記載からみえてきたこと ｐ41～
(1)現在収支ぎりぎりか預金取り崩して生活しているが、将来の生活に不安
がいっぱい
①現在年金のみの収入で、支出をやりくりして生活できているが、医療費の窓口負担が2割にな
ると、今後の健康状態の悪化にともない、生活してゆけるのか不安が大きくなる。

②年金収入だけでは生活ができず、貯蓄を取り崩して生活して・・金の切れ目が命の切れ目とな
ることに不安を持っている。

(2)今後の生活に必要な経費を考えると、医療費窓口負担2割化で生活が大
変に
①持ち家率が高く、車を持っている方も多い。将来自宅や耐久消費財の買い替え、自家用車の修
理費用、医療保険、介護保険料の支払いも負担と感じている方が多く、

(3)困っていること。地方では足の便の不便さが一番
①困ったことで多いのは、足の便の不便さ

(4)医療費は削れない! 食費、文化、娯楽教養費を削らないと生活できない
医療費を削ることはできないので、娯楽費、歯科の通院回数の削減、旅行費、通信費、食費を減
らし最低限の生活で我慢するしかない。

(5)夫婦二人だから生活できている。一人になると生活できない

高齢者の生活が現在でもぎりぎりの状況の方が多い中で、
将来の生活に対し不安をもつ方が多くなっている。
政府が言う「高齢者の生活には余裕がある」のとは大き
く異なる実態が明らかになったと言える。

第2次調査に「協力できる」と答えた方は全体の37.7％、63ケースであった。
この氏名と連絡先がわかる方の中から、本調査対象の類型ごとに、第１次調査の自由回答の記載内容

を見て、

年間年金額320万円以上の夫婦のみの世帯４ケース、
年間年金額200万円以上の単身の世帯２ケース、
年間年金額150万円以上200万円未満の単身の世帯2ケース

を選んだ。
２次調査として聞き取りをした8ケース

事例1 男性81歳、夫婦のみ世帯（奈良県橿原市）
事例2 男性82歳、夫婦のみ世帯（兵庫県神戸市東灘区）
事例3 女性83歳、夫婦のみ世帯（岡山県玉野市）
事例4 男性80歳、夫婦のみ世帯（宮城県仙台市）
事例5 女性81歳、単身世帯（香川県小豆島町）
事例6 男性85歳、単身世帯（三重県鈴鹿市）
事例7 女性84歳、単身世帯（東京都杉並区）
事例8 女性81歳、単身世帯（東京都練馬区）

第２次調査
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■ 調査結果は何を示すのか ｐ76～

１．「後期高齢期」はどのようなライフ・ステージか？
（１）「後期高齢期」と仕事・収入について
（２）「後期高齢期」の家族について
（３）「後期高齢期」と健康・要介護について
（４）「後期高齢期」と住まいについて
（５）「後期高齢期」と移動、地域・生活環境について

「国民生活基礎調査」
「老齢年金受給者実態調査」
「国勢調査」
「2022年度版高齢社会白書」（内閣府）
「住宅・土地統計調査」
などと今回の調査データで分析まとめている

2．「後期高齢期」の家計状況 ｐ76～

図表 3-6 負担に感じている上位支出項目（複数回答） 

順位 支出項目 本調査 全生連 民医連 

１ 後期高齢者保険料   64.8% － － 

２ 介護保険料  62.4% ③33.9 ②38.8 

３ 消費税   53.9% － － 

４ 医療費   42.4% ⑤25.8 ⑤27.2 

５ 食費 37.6% ①45.0 ③28.7 

６ 光熱費 31.5% ②41.4 ④28.1 

７ 固定資産税 26.1% － － 

８ 国民健康保険料 23.0% ④31.9 ①39.8 

９ 交際費 15.2% ⑦14.6 ⑦15.6 

10 交通費 11.5% － － 

11 介護費 10.9% ⑧7.0 ⑨5.4 

12 親・子・孫ヘのお小遣い等 9.1% － － 

13 住宅費（家賃・住宅ローン） 5.5% ⑥21.8 ⑥17.9 

14 教養・教育費 1.2% ⑨3.5 ⑧6.0 

図表 3-7 過去一年間で経験した切りつめ・滞り等（複数回答）         ％ 
 順位 経験した事柄 本調査 全生連 民医連 

１ 新しい服・靴を買うのを控えた 65.6 ①52.6 ②32.9

２ 趣味やレジャーの出費を減らした 62.6 ③41.9 ③28.6

３ 家族・友人・知人との外食を控えた 52.8 ⑥36.0 ⑤17.0

４ 交際費を切りつめた 38.7 ⑦24.4 ⑧10.7

５ 理髪店・美容院に行く回数を減らした 31.3 ⑤36.9 ④18.5

６ 冷暖房の使用を控えた 29.4 ④38.1 ⑦14.0

７ 食費を切りつめた 27.0 ②43.2 ⑥16.4

８ どれにもあてはまらない 14.1 ⑧16.8 ①43.3

９ 医者にかかるのを控えた 7.4 ⑬3.0 ⑬0.9

10 電話などの通信料の支払いが滞ったことがある 2.5 ⑨7.1 ⑪1.9

11 家賃や住宅ローンの支払いが滞ったことがある 1.2 ⑫3.1 ⑫1.4

12 金融機関などに借金をしたことがある（住宅ローン除く） 0.6 ⑩7.0 ⑨4.8

13 国民健康保険料・税の支払いが滞ったことがある 0.0 ⑪6.8 ⑦ 3.3

 

負担に感じている
上位にあげられている費目のベスト３は、
後期高齢者保険料（64.8％）
介護保険料（62.4％）
消費税（53.9％）
いずれも社会保険料・税という非消費支出

「後期高齢期」の緊縮生活の実態
社会的体裁の維持や社会的交流の費用がまずは切り詰めら
れ、次に食費の切り詰めが来ている。1位から4位までの
比率が全生連、民医連の調査に比べて高いのは、「後期高
齢期」の特徴であるだけでなく、この間のコロナ禍の下で
の外出自粛などの影響も大きいと思われる。
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図表 3-10 後期高齢者単身世帯の収入と支出の平均月額 単位：円 

 第 1 次調査 65 歳単身無職世帯 75 歳以上単身モデル 

① 収入金額 176,856 135,345 年収 200 万円 

  年金 176,856      120,470  

② 実支出金額    

ⅰ 消費支出 242，717 132,476 162 万円 

  食料 45,957（33.4） 36,322(29.5 ) 42 万円（24.0） 

  住居  58,053（42.2） 13,090(10.6 ) 17 万円（9.7） 

光熱・水道 14,891（10.8） 12,610(10.3 ) 16 万円（9.1） 

家具・家事用品 - 5,077(4.1 ) 5 万円（2.9） 

被服・履物 - 2,940(2.4 ) 4 万円（2.3） 

保健医療 21,719（15.8） 8,429(6.9 ) 10 万円（5.7） 

交通・通信 22,969（16.7） 12,213(9.9 ) 13 万円（7.4） 

教養・娯楽 14,110（10.3） 12,609(10.2 ) 17 万円（9.7） 

その他消費支出 65,018（47.3） 29,185 (23.7 ) 38 万円（21.7） 

   うち交際費 19,869（14.5） 13,369 (10.9 )  

      うち介護費 45,149（32.9） -  

ⅱ 非消費支出 39,416     12,271  25 万円 

  税金 19,985   6,056   

  社会保険料 19,431    6,158   

ⅲ 可処分所得 137,440(100.0 ) 123,074 (100.0 ) 175 万円（100.0） 

ⅳ 実支出外支出    

私的保険料 24,062   

赤字額 ▲105，277 ▲9，402 13 万円黒字 

  

2021年11月時点における「後期高齢期」の家計について ｐ81
～

「後期高齢期の」の単身世帯の家計は、
住居費と介護費の大きさによって年金収
入だけではまかなえず、105,277円の
赤字を発生させている。そして住居費と
介護費の性格からしても2021年11月
度の一時的・臨時的な状況とも思われな
い。住宅が老朽化し，介護の必要性の高
まった「後期高齢期」の家計は基本的に
このような構造をもっているのである。
このような慢性的な家計の赤字は速いス
ピードで蓄えを減少させていくことにな
る。こうして前述のように1年前より6
割の世帯で貯金を減らすことになってい
る。

注１「家計調査報告（家計収支編）2021年平均結果の概要」
（2022年5月）
注２社会保障審議会医療保険部会提出資料（第134回社会保障審議会
医療保険部会 参考資料1－2

注１ 注2

年金額および非消費支出は年間支出の12分の１
消費支出は2021年11月分の支出金額

113ケース

図表 3-12 後期高齢者夫婦のみ世帯の収入と支出の平均月額  単位：円 

 第 1 次調査 65 歳夫婦のみ無職世帯 75 歳以上夫婦モデル 

① 収入金額 222,756 236,576  年収 320 万円 

  年金 222,756 216,519   

② 実支出金額    

ⅰ 消費支出 352,470 224,436  242 万円 

  食料 62,165(37.4) 65,789 (32.0) 71 万円（25.5） 

  住居  32,246(19.4) 16,498 (8.0) 15 万円（5.4） 

光熱・水道 23,980(14.4) 19,496 (9.5) 24 万円（8.6） 

家具・家事用品 - 10,434 (5.1) 10 万円（3.6） 

被服・履物 - 5,041 (2.5) 5 万円（1.8） 

保健医療 39,631(23.8) 16,163 (7.9) 19 万円（6.8） 

交通・通信 32,825(19.7) 25,232 (12.3) 24 万円（8.6） 

教養・娯楽 12,245(7.4) 19,239 (9.3) 20 万円（7.2） 

その他消費支出 149,378(89.8) 46,542 (22.6) 54 万円（19.4） 

   うち交際費 17,549(10.6) 20,729 (10.1)  

      うち介護費 131,829(79.3) -  

ⅱ 非消費支出 56,424 30,664  42 万円 

  税金 24,685 12,109   

  社会保険料 31,739 18,529   

ⅲ 可処分所得 166,332（100.0） 205,911(100.0 )  278 万円（100.0） 

ⅳ 実支出外支出    

私的保険料 16,395   

赤字額 ▲186,138 ▲18,525  36 万円黒字 

 

2021年11月時点における「後期高齢期」の家計について ｐ85～

夫婦のみ世帯の家計は、可処分所得
（166,332円）に対して、消費支出
352,470円）を差し引きすると、11月単
月で186,138円という大幅な赤字になる。
この赤字は介護や保健医療費,住宅費の状況
等からすれば、単月度だけの臨時的、一時的
現象ではない。これは構造的な赤字で「後期
高齢期」、特に介護が必要になったり、医
療ニーズが高い世帯の必要な費用に年金水
準が絶対的に不足していることを示してい
る。

注１「家計調査報告（家計収支編）2021年平均結果の概要」
（2022年5月）
注２社会保障審議会医療保険部会提出資料（第134回社会保障審議会
医療保険部会 参考資料1－2

年金額および非消費支出は年間支出の12分の１
消費支出は2021年11月分の支出金額

54ケース

注１ 注２
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「後期高齢期」の医療の窓口負担２倍化は何をもたらすか ｐ87～

□ 第１は、「後期高齢期」の高齢者の受療抑制を引き起こし、結果として、そのステージにある高齢者の
健康悪化をもたらし、場合によっては死亡率を上昇させ、平均寿命の延伸を妨げるなどの変化を招来させる

□ 第２は、この政策が「後期高齢期」生活から文化的生活を剥奪することである。
自由記述

「医療費が増えれば､文化･教養･娯楽･交通費等を控えるようになると思う。」（男性、78歳、単身世帯、持ち
家）。「限られた預金のとりくずし､生活きりつめ､親せきの付き合を絞っていくしかない｡…病院に行くことを
控えたい｡」（男性、80歳、単身世帯、分譲マンション）。「医療費が増えれば､旅行費､通信費､食費をへらす
ことでがまんすることになる｡」（男性、85歳、夫婦のみ世帯、持ち家）。

□第3に、高齢者の社会的孤立や社会病理を蔓延させるおそれがあることについてもみておく必要がある。

□第4に、前述のように窓口負担２倍化政策は「全世代型社会保障」政策の一環として行われている
が、・・・現役を引退した「後期高齢期」にある高齢者が現役世代を支えるような余力はない。・・・窓口負
担の２倍化として具体化した「全世代型社会保障」なるものは、働き方を含めて「生涯現役（エイジフ
リー）」社会の構築を目指しているが、・・・・「生涯現役（エイジフリー）」社会＝「自助」社会が招来す
る。窓口負担の２倍化はそういう悪夢のような社会への第一歩といえるであろう。



衆議院議⻑ 殿 
参議院議⻑ 殿 

軍事費２倍化ではなく社会保障の拡充を求める請願署名 
多くの労働者の賃金はこの 30 年ものあいだ、全く上がっていません。アベノミクスの失政により日本経済は

行き詰まり、物価は高騰する一方です。そのうえ、大軍拡のための増税案まで示されています。軍備増強のため
の増税には多くの国⺠が反対しています。「軍事費よりも私たちのいのち・くらし優先の政治を」これが国⺠の願
いです。国⺠にいっそう厳しい⽣活をさせておきながら、「社会保障を削って軍事のためにお金を出せ」というの
はあまりに愚策です。このまま大軍拡路線を突き進めば、際限ない社会保障費の抑制と削減、人権侵害と、社会
保障理念の否定がひろがります。 

この間、2012 年の社会保障制度改⾰推進法、13 年の社会保障制度改⾰国⺠会議報告書、20 年の全世代型社会
保障会議最終報告書と、三助論や自己責任論がふりまかれ、徹底した医療費抑制政策と負担増、給付削減が推し
進められました。2022 年 12 月の全世代型社会保障構築会議の報告書は、大軍拡路線の財源確保とあいまって、
「少⼦・高齢化」を乗り越える真っ当な政策も財源も示していません。社会保障を国⺠同⼠の助け合いに矮⼩化
し、この 10 年間の社会保障改⾰の名のもとに行われてきた、25 条の解釈改憲ともいえる事態を、そのまま継続
しようとするものです。 

コロナ禍のもと、医療・介護・福祉の現場がいっそう逼迫しているなか、政府は医療費抑制政策をすすめてい
ます。公立・公的病院の統廃合や病床削減をした病院への補助金として、社会保障の充実のためと増税された消
費税を財源として充当するのは本末転倒です。 

こうした社会保障の負担増と給付削減は、格差と貧困に拍車をかけています。格差と貧困の拡大の大きな要因
は、日本の所得再分配機能が失われているためです。税と各種給付制度の再分配は OＥＣＤ加盟国のなかでも日
本は下位に位置しています。 
 社会保障は「平和と⺠主主義」のもとで成り立つものです。戦争や軍事拡大とは決して相いれません。いまこ
そ、憲法改悪を許さず、憲法に保障された人権としての社会保障実現を目指し、社会保障が本来もつ所得再分配
の役割が機能する公正な社会への転換を求めます。 
 

【請願項目】 
1. 軍事費の拡大ではなく社会保障に係る国⺠負担を軽減し、医療・介護・福祉・年金・教育・⼦

育て・⽣活保護などの社会保障を拡充すること。 
2. 大企業と富裕層への課税を強化し、所得再分配を機能させて格差と貧困をなくすこと。 

氏名 住所 
  

  

  

  

  

中央社会保障推進協議会 〒110-0013 東京都台東区入谷 1-9-5 日本医療労働会館 5 階 
取り扱い団体： 

第６回代表委員会5



お問い合わせ 日本民主法律家協会 TEL 03-5367-5430

敵基地攻撃能力保有の閣議決定に
反対する市民集会

○各党会派からの連帯挨拶

ユーチューブで同時配信の予定です。
リンク先 https://youtu.be/0SS5pjMv1-M

☆ユーチューブは後日もアーカイブでご覧になれます。

今こそ、憲法の平和主義に基づくわが国独自の安全保障政策の実現が求められていることを確
認し、政府が触れない不都合な真実をあぶりだし、安保3文書改訂の閣議決定に反対する大きな
世論を作る第一歩とするために、多くの皆様のご参加をおまちしております。

「戦争を回避せよ!
外交なくして平和なし」

講師:猿田佐世弁護士（新外交イニシアティブ代表）

日 時:2023年１月31日（火） 18時開始～19時45分閉会

共 催:改憲問題対策法律家6団体連絡会／9条改憲NO!全国市民アクション
参 加:無料・事前申し込み不要（会場参加は先着80名 17時30分から通行証を配布）

会 場:衆議院第一議員会館1階 国際会議室

「誰のための敵基地攻撃能力?
軍事力と軍事同盟強化で日本を守れるのか」

講師:布施祐仁氏（ジャーナリスト）

基調
講演1１

「安保3文書改訂と憲法・
私たちの生活はどう変わるのか」

講師:永山茂樹教授（東海大学）

基調
講演２

２

基調
講演３３

○特別報告 「沖縄から」 与那国町議 田里千代基さん
○挨拶 岩田研二郎さん（改憲問題対策法律家６団体連絡会・自由法曹団団⾧）
○挨拶 小森 陽一さん（９条改憲NO!全国市民アクション運営委員・「九条の会」事務局⾧）
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